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1.  平成24年3月期の連結業績（平成23年4月1日～平成24年3月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 税引前利益 当期利益
親会社の所有者に帰属

する当期利益
当期包括利益合計額

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

24年3月期 552,223 △4.3 4,386 △80.8 △4,822 ― △1,749 ― △2,815 ― △48,938 ―

23年3月期 577,069 ― 22,867 ― 15,306 ― 15,815 ― 12,430 ― △7,947 ―

基本的1株当たり当期利益 希薄化後1株当たり当期利益
親会社所有者帰属持分当

期利益率
資産合計税引前利益率 売上収益営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

24年3月期 △3.12 △3.12 △1.5 △0.6 0.8
23年3月期 15.65 15.17 6.1 1.7 4.0

（参考） 持分法による投資損益 24年3月期  5,115百万円 23年3月期  8,713百万円

資産合計 資本合計
親会社の所有者に帰属する

持分
親会社所有者帰属持分

比率
1株当たり親会社所有者帰属持

分
百万円 百万円 百万円 ％ 円 銭

24年3月期 848,752 170,535 161,313 19.0 178.77
23年3月期 889,420 226,577 216,232 24.3 239.69

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

24年3月期 △9,914 △26,327 15,862 24,797
23年3月期 25,715 △25,106 △7,245 46,491

2.  配当の状況 

配当の状況については、[添付資料］５ページ[１．経営成績（３） 利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当]をご参照ください。 

年間配当金
配当金総額（合計） 配当性向（連結）

親会社所有者帰属
持分配当率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

23年3月期 ― 3.00 ― 3.00 6.00 5,413 38.3 2.2
24年3月期 ― 3.00 ― 1.50 4.50 4,060 ― 2.0

25年3月期(予想) ― 0.00 ― 0.00 0.00 ―

3. 平成25年 3月期の連結業績予想（平成24年 4月 1日～平成25年 3月31日） 
 

（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

業績予想については、[添付資料］３ページ[１．経営成績 （１）経営成績に関する分析 ３)連結業績予想に関する定性的情報]をご参照ください。 

売上高 営業利益 税引前利益 当期利益
親会社の所有者に帰属

する当期利益
基本的1株当た

り当期利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 275,000 △4.7 △3,000 ― △8,000 ― △6,000 ― △6,000 ― △6.65

通期 560,000 1.4 △4,000 ― △14,000 ― △10,000 ― △11,000 ― △12.19
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※  注記事項 

(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無  

(2) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

新規 ―社 （社名） 、 除外 ―社 （社名）

① IFRSにより要求される会計方針の変更  ： 無

② ①以外の会計方針の変更  ： 無

③ 会計上の見積りの変更  ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 24年3月期 903,550,999 株 23年3月期 903,550,999 株

② 期末自己株式数 24年3月期 1,200,613 株 23年3月期 1,404,087 株

③ 期中平均株式数 24年3月期 902,229,975 株 23年3月期 794,128,579 株

※ 監査手続の実施状況に関する表示 
この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続の対象外であり、この決算短信の開示時点において、財務諸表に対する監査手続を実施中です。 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
連結業績予想は、当社が現時点で入手可能な情報及び合理的であると判断する一定の前提にもとづいており、実際の業績は見通しと異なる可能性があります。その要因の主なものとして
は、主要市場（日本、欧州、北米、アジア等）の経済環境及び製品需給の変動、為替相場及び金利の変動、主要原燃料価格の変動等があります。業績予想の前提となる仮定及び業績予想
のご利用にあたっての注意事項については、[添付資料］３ページ[１．経営成績 （１）経営成績に関する分析 ３)連結業績予想に関する定性的情報]をご参照ください。 
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（１）経営成績に関する分析 

  

１） 全体の状況  

 当連結会計年度の第４四半期において、当社グループの主要な市場の状況は、消費者の景況感の低迷を反映して、

厳しい状況が続きました。建築用ガラス市場では、数量は総じて弱く推移しました。ソーラー用ガラスの数量は、グ

ループの主要地域の市場において減少が続きました。自動車用ガラス市場においても、厳しい経済見通しを受けた消

費者の買い控えにより、数量は低調でした。機能性ガラス市場は、同様に経済環境全般の影響を受けたものの、比較

的好調に推移しました。 

 欧州では、建築用ガラス市場は、第４四半期も第３四半期と同様の状況が続きました。当連結会計年度は、厳しい

経済環境を受けて、欧州のほとんどの建築用ガラス市場は弱く推移しました。乗用車の生産台数は、前年度を下回り

ました。下半期における自動車用ガラスの数量は、経済見通しの悪化を受けた消費者による購入の先延ばしの結果、

主に欧州域内での販売が減少したため、上半期に比べて低調となりました。乗用車の生産は、引き続き欧州主要自動

車メーカーによる上級車種の好調な輸出の恩恵を受けました。欧州の自動車補修用（AGR）市場は、原油価格の高騰

と現在の経済環境が車両走行距離の減少を招いたため、前年度に比べて下降しました。下半期の数量は、冬季の天候

が例年に比べて温暖に推移しガラスの破損件数が減少している影響も受けました。タイミングベルト用ゴムコードの

数量は、自動車用ガラス市場の状況と同様に減少しました。 

 日本では、第４四半期において、建築用ガラス市場の数量は新しい住宅エコポイント制度の導入の効果を受けまし

た。しかし全体として数量はなお低い水準にとどまっており、新設住宅着工戸数は依然として低迷しています。自動

車市場では、2011年３月の東日本大震災の影響にもかかわらず、生産水準の力強い回復が第４四半期も続いたため、

乗用車の累計生産台数は前年度をわずかに上回りました。タイの洪水により乗用車の生産は一時的に影響を受けまし

た。機能性ガラス市場では、電子機器等の分野において需要は比較的好調を維持しました。 

 北米では、第４四半期において徐々に回復が見られたものの、経済活動の低迷が続きました。新設住宅着工並びに

商業用建設市場は、依然として歴史的な低水準で推移しています。当社グループの北米建築用ガラス事業は主に高付

加価値製品に特化していますが、高付加価値製品市場は第４四半期において総じて弱くなりました。自動車市場で

は、新車販売は前年度を上回る水準となり、第４四半期において数量は更に改善しました。当社グループは、日系の

自動車メーカーに対する依存度が比較的高く、これらのメーカーは、東日本大震災やタイの洪水の被害からの回復が

緩やかであることの影響を受けました。自動車補修用（AGR）市場では、欧州と同様に、原油価格高騰による車両走

行距離の減少と冬季の温暖な天候によるガラスの破損件数の減少の結果、数量が減少しました。 

 その他の地域については、南米の建築用ガラス市場は、年度末が近づくにつれて減速したものの、成長が続きまし

た。南米の自動車用ガラス市場は、年間の乗用車生産台数は前年度並みでしたが、市場は第４四半期も落ち着いた状

況で推移しました。東南アジアでは、数量の減少と中国の大きな過剰生産能力の存在による価格環境の悪化により、

市場の状況は厳しいものとなりました。  

   

２） セグメント別の状況 

 当社グループの事業は、建築用ガラス事業、自動車用ガラス事業、機能性ガラス事業の３種類のコア製品分野から

なっています。 

「建築用ガラス事業」は、建築材料市場向けの板ガラス製品及び内装外装用加工ガラス製品の製造・販売からなって

おり、当連結会計年度における当社グループの売上高のうち43％を占めています。ソーラー・エネルギー（太陽電池

用ガラス）事業も、ここに含まれます。 

「自動車用ガラス事業」は、新車組立用及び補修用市場向けに種々のガラス製品を製造・販売しており、当社グルー

プの売上高のうち46％を占めています。 

「機能性ガラス事業」は、当社グループの売上高のうち11％を占めており、小型ディスプレイ用の薄板ガラス、プリ

ンター向けレンズ及び光ガイドの製造・販売、及び電池用セパレータやエンジン用タイミングベルト部材などのガラ

ス繊維製品の製造・販売など、様々な事業からなっています。 

１．経営成績



 事業分野別の業績概要は下表の通りです。なお、全ての数値は、国際会計基準（IFRS）ベースで表示しておりま

す。また、前連結会計年度の数値は、日本基準で前期に開示済みの数値に対して修正再表示を行っております。 

  

                                        （単位：百万円） 

  

建築用ガラス事業 

 建築用ガラス事業では、当連結会計年度の営業損益は前年度より悪化しました。市場の状況は、第４四半期では、

ほとんどの地域において低い水準で総じて安定的に推移しました。ソーラー用ガラスの年間累計ベースの出荷数量

は、下半期において下降基調となったものの、前年度並みとなりました。他の製品の数量は減少しました。投入コス

ト、特にエネルギー関連コストの増加の影響は、地域によっては販売価格の上昇により部分的に打ち消されました。

 前連結会計年度の業績には、2010年２月のチリ地震に伴う保険金受領による収益影響額（約33億円）が含まれてい

ます。 

 欧州における建築用ガラス事業売上高は、グループ全体における当事業売上高の43%を占めています。売上高は、

前年度をわずかに下回りました。しかし営業利益は、コスト削減と販売価格の上昇が投入コスト増加の影響を打ち消

したため前年度より改善しました。販売価格は、需要下降により供給過剰の様相が強まったことにより、第４四半期

において下落しました。 

 日本における建築用ガラス事業売上高は、グループ全体における当事業売上高の34％を占めています。売上高は、

前年度をわずかに下回りました。ダウンストリーム（川下）事業における売上高と数量は、前年度に比べて増加しま

した。アップストリーム（川上）事業における売上高と数量は、ソーラー用ガラスの出荷減少により前年度を下回り

ました。営業利益は、川下事業の好調な数量により、前年度に比べて増加しました。 

 北米における建築用ガラス事業売上高は、グループ全体における当事業売上高のうち9％を占めています。現地通

貨ベースの売上高及び営業利益は、前年度並みでした。住宅用及び商業用建設市場向けの需要は低下しましたが、ソ

ーラー用ガラスの出荷は前年度を上回りました。 

 その他の地域では、売上高は前年度より増加したものの、営業利益は、前年のチリ地震の保険金収益の影響を除い

ても前年度を下回りました。東南アジアと中国では、中国における過剰生産能力の存在が価格環境の悪化を招いてお

り、売上高及び営業利益は減少しました。南米では、若干の数量の伸びが見られ、業績は堅調でした。 

 以上より、建築用ガラス事業では、売上高は2,394億円、個別開示項目前営業利益は91億円となりました。  

  

自動車用ガラス事業 

 当連結会計年度における自動車用ガラス事業の売上高及び営業利益は、東日本大震災の影響、原材料コストの高騰

並びに年間を通じた需要変動の増大により、前年度に比べて減少しました。大震災の業績への影響は、当社グループ

の顧客である自動車メーカーの多くが当初の想定よりも早期に生産水準を回復することができたため、想定を下回り

ました。大震災の直接的影響による営業利益の減少は、累計で32億円となっていますが、これは当初想定した減少影

響を約20億円下回っています。この当初想定比減少は、主に日本で発生したものです。 

  売上高 個別開示項目前営業利益 

  当連結会計年度 前連結会計年度 当連結会計年度 前連結会計年度

建築用ガラス事業  239,440  248,648  9,135  13,828

自動車用ガラス事業  251,229  264,031  5,123  11,937

機能性ガラス事業  60,167  62,925  6,942  7,697

その他  1,387  1,465  △13,484  △10,595

合計  552,223  577,069  7,716  22,867



 欧州における自動車用ガラス事業売上高は、グループ全体における当事業売上高の47%を占めています。欧州の新

車向け（OE）部門では、輸出自動車向けの需要改善の効果が域内販売向けの需要減少の影響により相殺された結果、

売上高は前年度からわずかに減少しました。営業利益は、投入コストの増加、新設備の稼動開始コストの発生、並び

に東日本大震災に伴う欧州自動車メーカーの部品調達への影響によるガラス需要変動の増大により、減少しました。

需要水準は、東日本大震災以降落ち着きを取り戻していましたが、下半期において、消費者の景況感の悪化により下

降に転じました。補修用（AGR）部門の業績は、需要の低下にもかかわらず比較的好調に推移しました。 

 日本における自動車用ガラス事業売上高は、グループ全体における当事業売上高の18％を占めています。売上高は

前年度並みでしたが、営業利益は前年度より増加しました。需要は、2011年３月の東日本大震災を受けて、第２四半

期になって自動車メーカーの生産が正常の水準に戻ったため回復し、以降、第４四半期でも好調な市場環境のもとで

改善が続いています。 

 北米における自動車用ガラス事業売上高は、グループ全体における当事業売上高の20％を占めています。現地通貨

ベースの売上高は前年度並みでしたが、営業利益は減少しました。市場の状況は、第４四半期になって改善しまし

た。自動車メーカーやディーラーによる自動車の保有在庫が減少したため、最終ユーザーの需要は比較的好調だった

ものの、その効果は相殺されました。また当社グループでは、北米市場における顧客として日系自動車メーカーへの

依存度が比較的高くなっています。これらの日系メーカーの中には、東日本大震災やタイの洪水という相次ぐ自然災

害の発生に伴い部品の供給不足の影響に見舞われたことにより、生産水準の抑制を余儀なくされた企業もありまし

た。営業利益は、投入コスト増加の影響も受けました。補修用（AGR）部門では、需要は弱かったものの、営業利益

は堅調に推移しました。 

 その他の地域では、南米において数量が前年度に比べて増加したため、売上高は米ドル換算ベースで増加しまし

た。営業利益は、需要変動の増大、投入コストの上昇並びにブラジルの新設備の稼動開始に伴う費用の影響を受けま

した。 

 以上より、自動車用ガラス事業では、売上高は2,512億円、個別開示項目前営業利益は51億円となりました。 

  

機能性ガラス事業 

 当連結会計年度において、機能性ガラス事業の売上高及び営業利益は、前年度を下回りました。スマートフォンや

タブレット型パソコン向けとして、タッチパネルの製造に使用される当社グループの超薄板（UFF）ガラスに対する

需要は、第４四半期において市場に陰りが見られたものの増加しました。多機能プリンター向けの部材の数量は、前

年度並みでした。多機能プリンター等の製品の輸出には、円高の影響が続きました。エンジン・タイミングベルト用

ゴムコードの売上は、欧州における自動車用ガラス事業の状況と同様に、前年度をわずかに下回りました。 

 以上より、機能性ガラス事業では、売上高は602億円、個別開示項目前営業利益は69億円となりました。 

  

その他 

 この分野には、全社費用、連結調整、前述の各セグメントに含まれない小規模な事業、並びにピルキントン社買収

に伴い認識された無形資産の償却費が含まれています。その他における営業損失は、一時的な収益が含まれていた前

年度に比べて増加しました。 

 以上より、その他では、売上高は14億円、営業損失は135億円となりました。 

  

持分法適用会社 

 持分法による投資利益は、前年度を下回りました。当社グループのブラジルにおける合弁事業であるCebrace社の

利益は、前年度に比べて減少しました。中国の合弁事業並びに関連会社の利益も、同様に減少しました。しかし、ロ

シアにおける建築用ガラスの合弁事業の利益は、前年度に比べて改善しました。 

 以上より、持分法による投資利益は51億円（前年度は87億円）となりました。  

  

３）連結業績予想に関する定性的情報 

 売上高、営業利益、税引前利益、当期利益、親会社の所有者に帰属する当期利益、並びに基本的１株当たりの当期

利益の来年度の業績予想については、１ページに記載の通りです。 

 上半期の業績は当社グループの想定通りに進捗したものの、当社グループの多くの主要な市場、特に欧州では、下

半期において状況は厳しさを増しました。世界経済に関する不透明感の高まりが、当社グループの多くの製品に対す

る数量の減少となって顕れています。経済見通しの悪化を受けて、顧客は高額支出の意思決定を先延ばしにする姿勢

を強めています。中国におけるガラスの過剰生産能力の存在は、中国から東南アジア及びそれ以遠の地域への輸入品

の増大につながり、これらの市場での価格水準の下落を引き起こしています。ソーラー用ガラスの数量は、中長期的

にはなお成長が続いているものの、下半期では減少しました。円高の進行が、日本からのガラス製品の輸出に対する

需要の減少を引き起こしており、また当社グループの決算数値の円ベースへの換算においても引き続きマイナスの影

響を与えています。当社グループでは、2013年３月期において市場の状況が大きく改善することは見込んでおりませ

ん。 



 エネルギーコストを中心とした購入価格の上昇は、引き続き当社グループの業績にも影響を及ぼしています。当社

グループでは、このようなコストの上昇に対して、デリバティブを用いたヘッジを積極的に行なっておりますが、こ

れによって投入コストの増大を完全に抑制することはできません。従って、更なる効率の改善と共に、場合によって

は販売価格の値上げを通じて、投入価格上昇の影響の緩和を図ってまいります。 

 2012年4月18日付けで、当社グループは、クレイグ・ネイラーの辞任を受けた、吉川恵治の当社代表執行役社長兼

CEO（最高経営責任者）への就任を発表しました。また、クレメンス・ミラーの代表執行役副社長兼COO（最高執行責

任者）への就任を併せて発表しました。クレメンス・ミラーはCOOとして、当社グループのビジネスの日々のオペレ

ーションを統括してまいります。 

 新しい経営組織の最優先課題は、2012年２月２日に発表した収益性改善と事業効率向上のための諸施策の実行を加

速することです。これらの諸施策は、生産能力調整と人員削減を含み、短期的にビジネスを維持保全すると同時に、

2013年３月期からの利益成長を再確立することを目的としております。２月２日に発表の通り、当社グループでは、

施策の実施に伴うキャッシュ支出額を総額約250億円、また施策によるキャッシュ創出効果を再構築完了後年間200億

円と見込んでおります。 

 当社グループは、2010年11月４日付けで、2012年３月期から2014年３月期までを対象期間とする戦略的経営計画

（SMP）の詳細について発表しました。当社グループは、短期的には既存事業の収益性の回復に注力してまいります

が、この計画に織り込まれている長期戦略はなお有効であると考えております。  

  

（２）財政状態に関する分析  

 2012年３月末時点の総資産は8,488億円となり、2011年３月末より407億円減少しました。当社グループは、その財

務成績を示す主要財務指標の一つとして「ネット借入（有利子負債－現金及び現金同等物）」を採用しております。

以下の表は、2006年６月のピルキントン社買収以降における「ネット借入残高」の推移を表したものです。 

  

 国際会計基準（IFRS）の適用に伴い、当社グループではネット借入の定義について見直しを行った結果、A種優先

株式（既に消却済み）、デリバティブ金融資産及び負債、並びに固定額の配当金支払が必要なドイツのグループ子会

社の非支配持分を新たにネット借入に含めております。上記の表において、2010年３月末以降のネット借入残高は、

この定義の見直しに沿って、以前に公表した数値から修正を行っています。2009年３月期以前の期の数値について

は、修正を行っておりません。最も大きな修正は、2010年３月期に発行され2011年３月期に買入消却されたA種優先

株式300億円に関するものです。今回の定義の変更により、ネット借入残高は、2010年３月末で429億円増加し、2011

年３月末で40億円増加しました。 

 2012年３月末時点のネット借入残高は、2011年３月末より380億円増加し、3,512億円となりました。このネット借

入残高の増加は、主として当連結会計年度における損益の低迷及び運転資本の増加によるものです。当連結会計年度

における営業活動によるキャッシュ・フローは、99億円のマイナスとなりました。投資活動によるキャッシュ・フロ

ーは、263億円のマイナスでしたが、この中には有形固定資産の購入支出279億円が含まれています。以上より、フリ

ー・キャッシュ・フローは、362億円のマイナスとなりました。為替変動により、ネット借入は約60億円減少しまし

た。2012年３月末時点の総借入残高は、3,982億円となっております。 

 2012年３月末時点で、当社グループは、2013年３月期に返済期限を迎える借入金の借り換えに備えるため、総額

300億円の未使用のコミット型ローン（借入枠）を保有しており、その期限は2019年３月期となっています。これに

加えて、2012年３月末時点で、総額700億円の未使用のコミットメントライン（借入枠）を保有しており、うち400億

円は2015年３月期に、また残りについては2016年３月期から2017年３月期にかけて、それぞれ期限を迎えます。 

  

  ネット借入残高 

  百万円 

2006年６月末  514,097

2007年３月末  400,203

2008年３月末  328,479

2009年３月末  331,343

2010年３月末  357,562

2011年３月末  313,131

2012年３月末  351,155



（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当  

 当社グループでは、持続可能な事業の業績をベースにして、安定的に配当を実施することを利益配分の基本方針と

しております。当連結会計年度における業績の悪化を受けて、当社取締役会は、2012年３月期の期末配当金につい

て、当初の予想から減額し、１株につき1.5円とすることを決定いたしました。これにより、2012年３月期の年間配

当金は、既に支払い済みの中間配当金３円と合わせて、１株につき4.5円となります。2013年３月期の配当金につき

ましては、同連結会計年度において当期損失を計上する見込みであることから、配当実施は見送りとさせて頂く予定

です。当社グループは、配当は株主の皆様にとって重要なものであると認識しており、グループの業績が十分に改善

した段階で配当実施を再開することを考えております。 

  

 当社グループの経営の基本方針は、「オープンでフェア」「企業倫理の遵守」「地球環境問題への貢献」を基本姿

勢とし、「先進性があり、かつグローバルで存在感のある企業」と同時に「すべてのステークホルダーにとってのグ

ループ企業価値の向上」を目指しております。 

 グループ・ビジョンは、「ガラス技術で世界に変革を」です。 

 また、グループ・ミッションとは、「革新的な高性能ガラス製品の分野でグローバルリーダーとなることを目指す

と共に、省エネ・創エネに貢献し、安全で倫理的な事業活動を行う」ことです。 

 このグループ・ビジョン並びにミッションが、当社グループの戦略の土台となります。 

 当連結会計年度の下半期において、当社グループの主要な市場、特に欧州における市場は、厳しい経済状況の一層

の影響を受けました。当社グループは、収益性の回復に第一に注力し、これを実現した後に引き続き、更なる大きな

利益成長に向けて取り組んでまいります。 

  

２．経営方針



  

３．連結財務諸表

（１） (a) 連結損益計算書

（単位：百万円）

  注
当連結会計年度

（自 2011年４月１日 
至 2012年３月31日） 

前連結会計年度
（自 2010年４月１日 
至 2011年３月31日） 

売上高 (6)(g)  552,223  577,069

売上原価  △420,033 △423,508

売上総利益   132,190  153,561

   

その他の収益   7,932  15,934

販売費  △49,457 △52,634

管理費  △66,156 △70,741

その他の費用  △16,793 △23,253

個別開示項目前営業利益 (6)(g)  7,716  22,867

   

個別開示項目  (6)(h) △3,330 －

営業利益 (6)(g)  4,386  22,867

   

金融収益 (6)(i)  2,423  2,249

金融費用 (6)(i) △16,746 △18,523

持分法による投資利益   5,115  8,713

税引前利益（△は損失）  △4,822  15,306

法人所得税 (6)(j)  3,073  509

当期利益（△は損失）  △1,749  15,815

   

 非支配持分に帰属する当期利益   1,066  3,385

 親会社の所有者に帰属する当期利益
（△は損失） 

 △2,815  12,430

   △1,749  15,815

   
親会社の所有者に帰属する１株当たり 
当期利益 
  

(6)(k)     

 基本的１株当たり当期利益
（△は損失）（円） 

 △3.12  15.65

 希薄化後１株当たり当期利益 
（△は損失）（円） 

 △3.12  15.17



  

（１） (b) 連結包括利益計算書

（単位：百万円）

  
当連結会計年度

（自 2011年４月１日 
至 2012年３月31日） 

前連結会計年度
（自 2010年４月１日 
至 2011年３月31日） 

当期利益（△は損失） △1,749  15,815

  

その他の包括利益： 

  

 在外営業活動体の換算差額 △18,707 △21,869

  
 退職給付引当金の数理差異調整 
 （法人所得税控除後） 

(6)(p) △24,454 △3,968

  
 売却可能金融資産の公正価値の純変動 
 （法人所得税控除後）  313 △87

  
 キャッシュ・フロー・ヘッジの公正価値の 
 純変動（法人所得税控除後） 

△1,432  3,595

  

 持分法適用会社におけるその他の包括利益
に対する持分 

△2,909 △1,433

  

 その他の包括利益合計 
 （法人所得税控除後） 

△47,189 △23,762

  

当期包括利益合計 △48,938 △7,947

  

 非支配持分に帰属する当期包括利益  633  2,527

 親会社の所有者に帰属する当期包括利益 △49,571 △10,474

  △48,938 △7,947



   

（２） 連結貸借対照表

（単位：百万円）

   
当連結会計年度末
2012年３月31日 

前連結会計年度末 
2011年３月31日 

 
前連結会計年度期首
2010年４月１日 

資産         

 非流動資産         

  のれん   105,018  114,432   122,743

  無形資産   87,475  102,026   118,302

  有形固定資産   260,597  272,177   283,667

  投資不動産   675  911   2,131

  持分法で会計処理される投資   50,359  49,420   44,651

  売上債権及びその他の債権   6,676  11,518   8,791

  売却可能金融資産   9,156  9,167   10,517

  デリバティブ金融資産   1,356  2,111   1,249

  繰延税金資産   61,248  50,155   55,169

  未収法人所得税   1,130  772  －

     583,690  612,689   647,220

 流動資産         

  棚卸資産   106,112  100,345   97,933

  未成工事支出金   576  632   1,076

  売上債権及びその他の債権   109,493  107,985   117,265

  売却可能金融資産   3  231  －

  デリバティブ金融資産   2,354  3,034   1,966

  現金及び現金同等物   43,346  60,906   79,796

  未収法人所得税   2,090  2,704  －

     263,974  275,837   298,036

  売却目的で保有する資産   1,088  894   163

     265,062  276,731   298,199

 資産合計   848,752  889,420   945,419

     

負債及び資本         

 流動負債         

  社債及び借入金   110,375  56,375   80,448

  デリバティブ金融負債   2,363  2,205   6,378

  仕入債務及びその他の債務   109,269  119,896   115,945

  未払法人所得税   3,477  2,975   6,023

  引当金   14,896  20,692   23,144

  繰延収益   2,493  2,615   3,071

     242,873  204,758   235,009



  

  （単位：百万円）

   
当連結会計年度末
2012年３月31日 

前連結会計年度末 
2011年３月31日 

 
前連結会計年度期首
2010年４月１日 

 非流動負債         

  社債及び借入金   283,565  318,678   349,470

  デリバティブ金融負債   1,909  1,925   4,276

  仕入債務及びその他の債務   1,151  914   5

  繰延税金負債   37,849  44,918   53,671

  未払法人所得税   1,600  2,674  －

  退職給付引当金   87,306  70,899   81,186

  引当金   15,733  12,893   15,729

  繰延収益   6,231  5,184   6,168

     435,344  458,085   510,505

 負債合計   678,217  662,843   745,514

     

資本    

 親会社の所有者に帰属する持分    

  資本金   116,449  116,449   96,147

  資本剰余金   127,511  127,510   107,566

  利益剰余金   30,793  63,475   59,413

  利益剰余金 
  （IFRS移行時の累積換算差額） 

 △68,048  △68,048  △68,048

  その他の資本の構成要素  △45,392  △23,154  △4,241

  親会社の所有者に帰属する持分合計   161,313  216,232   190,837

  非支配持分   9,222  10,345   9,068

 資本合計   170,535  226,577   199,905

 負債及び資本合計   848,752  889,420   945,419



  

  

（３） 連結持分変動計算書

（単位：百万円）

  資本金 
資本剰余
金 

利益剰余
金 

利益剰余
金（IFRS
移行時の
累積換算
差額） 

その他の
資本の構
成要素 

  

親会社の所
有者に帰属
する持分合

計 

  
非支配持分 資本合計 

2011年４月１日残高  116,449  127,510  63,475 △68,048 △23,154  216,232  10,345  226,577

 当期利益（△は損失）             △2,815              △2,815  1,066 △1,749

 その他の包括利益              △24,454       △22,302  △46,756  △433 △47,189

 当期包括利益合計             △27,269       △22,302  △49,571  633 △48,938

所有者との取引額     

 新株予約権                           67  67        67

 剰余金の配当             △5,413              △5,413  △1,811 △7,224

 自己株式の取得及び 
 処分        1             △3  △2       △2

 子会社の設立に伴う 
 払込                                      55  55

2012年３月31日残高  116,449  127,511  30,793 △68,048 △45,392  161,313  9,222  170,535

  （単位：百万円）

  資本金 
資本剰余
金 

利益剰余
金 

利益剰余
金（IFRS
移行時の
累積換算
差額） 

その他の
資本の構
成要素 

親会社の所
有者に帰属
する持分合

計 

  
非支配持分 資本合計 

2010年４月１日残高  96,147  107,566  59,413 △68,048 △4,241  190,837  9,068  199,905

 当期利益              12,430              12,430  3,385  15,815

 その他の包括利益              △3,967       △18,937  △22,904  △858 △23,762

 当期包括利益合計              8,463       △18,937  △10,474  2,527 △7,947

所有者との取引額     

 新株予約権                          42  42        42

 剰余金の配当             △4,711              △4,711  △1,290 △6,001

 株式の発行   20,302  20,302                    40,604   40,604

 株式発行費用       △370                    △370  △370

 新規連結子会社の 
 利益剰余金              421              421   421

 自己株式の取得及び 
 処分        12             △18  △6       △6

 子会社に対する持分の 
 変動              △111              △111  40 △71

2011年３月31日残高  116,449  127,510  63,475 △68,048 △23,154  216,232  10,345  226,577



  

（４） 連結キャッシュ・フロー計算書

（単位：百万円）

  注記
当連結会計年度

（自 2011年４月１日 
至 2012年３月31日） 

前連結会計年度
（自 2010年４月１日 
至 2011年３月31日） 

営業活動によるキャッシュ・フロー  

 営業活動による現金生成額 (6)(n)  8,436  49,479

 利息の支払額  △14,527 △16,858

 利息の受取額   1,712  1,949

 法人所得税の支払額  △5,535 △8,855

 営業活動によるキャッシュ・フロー  △9,914  25,715

   

投資活動によるキャッシュ・フロー  

 持分法適用会社からの配当金受領額   3,618  4,251

 関連会社の取得による支出  △3,735 △1,093

 関連会社の売却による収入  －  236

 子会社の取得による支出 
 （取得額の純額） 

 － △463

 子会社の売却による収入  －  94

 有形固定資産の取得による支出  △27,896 △29,874

 有形固定資産の売却による収入   2,890  1,708

 無形資産の取得による支出  △1,635 △1,529

 無形資産の売却による収入  －  22

 売却可能金融資産の購入による支出  △12 △10

 売却可能金融資産の売却による収入   279  30

 貸付金の増減額（△は増加）  △576  1,621

 その他   740 △99

 投資活動によるキャッシュ・フロー  △26,327 △25,106

   

財務活動によるキャッシュ・フロー  

 親会社の株主への配当金の支払額  △5,411 △4,710

 非支配持分株主への配当金の支払額  △1,811 △1,290

 株式の発行による収入  －  40,237

 社債償還及び借入金返済による支出  △47,742 △106,982

 社債発行及び借入れによる収入   70,775  65,523

 その他   51 △23

 財務活動によるキャッシュ・フロー   15,862 △7,245

現金及び現金同等物の増減額  △20,379 △6,636

現金及び現金同等物の期首残高 (6)(o)  46,491  55,995

現金及び現金同等物に係る換算差額  △1,315 △2,868

現金及び現金同等物の期末残高 (6)(o)  24,797  46,491



該当事項はありません。 

  

 当社及び連結子会社（以下、当社グループ）は、建築用及び自動車用ガラスの生産・販売における世界的な

リーディング・カンパニーであると共に、様々なハイテク分野で活躍する機能性ガラス事業を展開しておりま

す。当社グループの親会社である日本板硝子株式会社は、日本に所在する企業であり、東京証券取引所並びに

大阪証券取引所にて株式を上場しております。 

  

 当社グループの連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵

省令第28号）第１条の２第１項第１号イ～ハ及びニ（３）に掲げる「特定会社」の要件を満たすことから、第

93条の規定により国際会計基準（以下、IFRS）に準拠して作成しております。  

  

 当社グループは、当連結会計年度（2011年４月１日から2012年３月31日まで）からIFRSを適用しており、当

連結会計年度の年次の連結財務諸表がIFRSに従って作成する最初の連結財務諸表となります。IFRSへの移行日

は2010年4月１日であり、会社が採用したIFRS初度適用の方法やIFRSへの移行が当社グループの財政状態、経

営成績及びキャッシュ・フローの状況に与える影響は、「注記（８）国際会計基準（IFRS）初度適用」に記載

しております。 

  

 当社グループの連結財務諸表は、投資不動産、デリバティブ金融商品、売却可能金融商品を除き、取得原価

主義により作成されております。  

  

 連結財務諸表の表示通貨は日本円であり、特に注釈の無い限り、百万円単位での四捨五入により表示してお

ります。 

  

 連結財務諸表の承認日までに以下の基準書及び解釈指針の新設または改訂が公表されており、これらは、当

社グループの2013年4月1日以降に開始される連結会計年度から強制適用されます。これらについて、当連結会

計年度では、早期適用しておりません。これらの適用による当社グループの連結財務諸表への影響について

は、検討中であり、現時点では見積もることはできません。 

 IAS第19号「従業員給付」は、2011年６月に改訂が公表され、当社グループの2013年４月１日に開始される

連結会計年度より適用されます。これにより、当社グループの退職後給付の会計処理において、従来の利息費

用と期待運用収益は廃止され、該当地域毎に確定給付負債（資産）の純額に対して個別の割引率を適用して算

定される利息純額という処理に改訂されます。 

 IFRS第9号「金融商品」は、金融資産及び負債の分類、測定並びに認識に関する基準であり、当社グループ

の2015年４月１日に開始される連結会計年度より適用されます。この新しい基準は、従来のIAS第39号の内容

の一部を置き換えるものです。 

 IFRS第10号「連結財務諸表」は、連結財務諸表における子会社の連結の基礎として支配の概念を規定してい

ます。この基準は、支配の有無を決定する際の追加的なガイダンスとなり、当社グループの2013年４月１日に

開始される連結会計年度より適用されます。 

 IFRS第11号「共同支配の取決め」は、従来のIAS第31号「ジョイント・ベンチャーに対する持分」及びSIC第

13号「共同支配企業－共同支配投資企業による非貨幣性資産の拠出」を置き換える基準であり、当社グループ

の2013年４月１日に開始される連結会計年度より適用されます。この基準は、複数の当事者が共同支配を有す

る取決めの分類について規定しています。 

 IFRS第12号「他の企業に対する持分の開示」は、共同支配の取決め、関連会社、特別目的会社並びに他の非

連結の事業体を含む、他の事業体に対するあらゆる形式の持分に関する開示要求を規定しています。この基準

は、当社グループの2013年４月１日に開始される連結会計年度より適用されます。 

 IFRS第13号「公正価値測定」は、公正価値を定義し、単一のIFRSで公正価値の測定に関するフレームワーク

を示し、開示要求を規定しています。この基準は、当社グループの2013年４月１日に開始される連結会計年度

より適用されます。 

  

 本連結財務諸表において適用する重要な会計方針は、この連結財務諸表（IFRS移行日の連結貸借対照表を含

む）に記載されている全ての期間について適用された会計方針と同一であります。  

  

（５） 継続企業の前提に関する注記

（６） 連結財務諸表注記

(a) 報告企業

(b) 作成の基礎

(c) 未適用の公表済み基準書及び解釈指針

(d) 重要な会計方針



連結の基礎  

  (i）子会社 

 子会社とは、当社グループがその会社の財務及び営業の方針を支配する力を有する全ての事業体のことで

あり、一般的には、その会社の議決権の過半数を保有する当該会社であります。当社グループが他の事業体

を支配しているかどうかの判断に際しては、現時点で行使あるいは転換が可能な潜在的議決権の存在と影響

を考慮しております。子会社の財務諸表は、その子会社に対する支配が当社グループに移転した日から当該

支配が終了する日まで連結財務諸表に含まれております。 

  

 当社グループは、企業結合の会計処理として取得法を採用しております。子会社の取得のために移転され

た対価は、移転した資産、発生した負債、及び当社グループが発行した資本持分の公正価値の合計でありま

す。移転された対価には、条件付対価契約から生じた資産又は負債の公正価値が含まれます。取得関連費用

は発生時に費用処理されます。企業結合において取得した識別可能資産、並びに引き受けた負債及び偶発負

債は、当初、取得日の公正価値で測定されます。 

  

 移転された対価、被取得企業の非支配持分について識別可能純資産の公正価値に対する持分割合相当額と

して当社グループが認識した金額、及び段階取得の場合には当社グループが以前に保有していた被取得企業

の資本持分の取得日における公正価値の合計額が、取得した識別可能な純資産の公正価値を超過する額は、

のれんとして計上されます。割安購入により、この金額が取得した子会社の純資産の公正価値を下回る場

合、差額は連結損益計算書で直接認識されます。  

  

 グループ会社間の取引高、残高及びグループ会社間取引における未実現利益及び未実現損失は消去されま

す。当社グループを構成する全ての会社は、共通の会計方針を使用しております。  

  

 (ii）非支配持分 

 当社グループと非支配持分の所有者との間で行われる子会社持分取引について、子会社に対する支配の変

更を伴わない場合には、資本に計上しており、のれん、又は利得及び損失としては計上していません。 

  

(iii) ジョイント・ベンチャー 

 ジョイント・ベンチャーとは、当社グループと他の当事者が、ある経済的活動を行う場合に共同支配を確

立するための契約上の合意です。当社グループでは、このような共同支配される経済的活動は、被共同支配

企業を通じて行われております。当社グループは、被共同支配企業に対する持分について、関連会社と同様

に、持分法を用いて会計処理しています。 

  

 (iv）関連会社 

 関連会社とは、当社グループが重要な影響力を行使する能力を有しているが、支配していない全ての事業

体であり、通常、議決権株式の20％以上50％未満を保有しております。関連会社に対する持分は、取得当初

は取得原価で認識され、以後は持分法によって会計処理されております。関連会社に対する投資は、取得に

際して識別されたのれん（減損損失累計額控除後）を含んでおります。 

  

 関連会社の取得後の業績に対する当社グループの持分は、連結損益計算書において反映されており、ま

た、取得後のその他の包括利益の変動に対する持分は、その他の包括利益で認識されております。これら取

得後の純資産の変動の累計額が、投資の帳簿価額に対して調整されています。関連会社の損失に対する当社

グループの持分が、当該関連会社に対する持分（無担保債権を含む）と同額以上である場合には、当該関連

会社に代わって債務の引受け又は支払いの義務を負わない限り、持分を超過する損失は認識しません。 

  

 当社グループと関連会社との間の取引から生じる未実現利益は、当該関連会社に対する持分の範囲で消去

を行っております。未実現損失についても、取引により資産に減損の証拠が無い限り、消去を行っておりま

す。 

  

 関連会社は、当社グループと同一の報告期間で作成された監査済み財務諸表、もしくはこれが利用可能で

ない場合には、財務諸表に基づき、会計処理されております。これらの当社グループと同一の報告期間で作

成された財務諸表の入手が実務上不可能な場合には、当社グループの報告期間より前３ヶ月以内の日に終了

する報告期間で作成された財務諸表を使用しております。なお、必要に応じて、関連会社の財務諸表に対し

て、当社グループの会計方針と整合させるための修正を行っております。  



セグメント情報 

 当社グループの最高意思決定機関は、取締役会です。当社グループでは、取締役会に提出される内部報告

と整合した方法により、事業セグメントの業績の外部報告を行っております。取締役会は、事業セグメント

への資源配分及び業績評価について責任を負います。 

  

外貨換算 

  (i）機能通貨及び表示通貨 

 当社グループの各企業の個別財務諸表は、その企業が事業活動を行う主たる経済環境の通貨（機能通貨）

で作成されます。連結財務諸表は、親会社（日本板硝子株式会社）の機能通貨である日本円で表示されま

す。 

  

 (ii）取引及び残高 

 外貨建て取引は、取引日の為替レートにより機能通貨に換算されます。取引の決済並びに外貨建ての貨幣

性資産及び負債の期末日の為替レートによる換算から生ずる為替差損益は、有効なキャッシュ・フロー・ヘ

ッジ及び純投資ヘッジとして資本で繰延べられる場合を除き、連結損益計算書で認識されます。 

  

 売却可能金融資産に分類される持分証券の為替換算差額は、資本の中の公正価値の変動額に含まれます。

  

(iii）在外子会社 

 当社グループの表示通貨とは異なる通貨を機能通貨とする全てのグループ企業の業績及び財政状態は、次

の通り表示通貨に換算されます。なお、超インフレーション経済下の通貨を機能通貨としているグループ企

業はありません。 

  

・連結貸借対照表の資産及び負債は、期末日の為替レートで換算されます。 

・連結損益計算書の収益及び費用は、平均為替レートで換算されます。但し、当該平均為替レートが、取

引日における為替レートの累積的影響の合理的な概算値とはいえない場合には、取引日の為替レートで

換算されます。 

・このように計算された結果生じる換算差額は、資本の構成項目である在外営業活動体の換算差額にて認

識されます。 

  

 連結財務諸表において、在外事業体に対する純投資の換算から生ずる換算差額、並びにこのような純投資

に対するヘッジ手段として指定された借入金や他の通貨による金融商品の換算から生ずる換算差額は、共に

資本の構成項目である在外営業活動体の換算差額に含まれます。在外事業体を売却した場合には、こうした 

換算差額は、売却損益の一部として連結損益計算書で認識されます。 

  

 2010年3月31日以前に認識されていた累積為替換算差額は、利益剰余金の内訳において「利益剰余金

（IFRS移行時の累積換算差額）」の科目名称にて区分計上されています。2010年4月1日以降に発生する為替

換算差額は、その他の資本の構成要素において累積為替換算差額として計上されます。 

  

 在外事業体の取得に伴い発生したのれん、無形資産並びにその公正価値への調整額については、当該在外

事業体の資産及び負債として扱われ、期末日の為替レートで換算されます。 

  

有形固定資産 

 土地と建物は、主として当社グループの製造設備に関するものです。土地は取得原価で計上されていま

す。土地以外の全ての有形固定資産は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額で計上されています。

取得原価には、その資産の取得に直接付随する全ての費用を含んでおります。また、取得原価には、外貨建

ての有形固定資産の購入に対して指定された有効なキャッシュ・フロー・ヘッジにかかる利得及び損失のう

ち、資本から振替えられた金額も含んでいます。 

  

 当初取得以降に追加的に発生した支出については、その支出により将来の経済的便益が当社グループに流

入する可能性が高く、金額を信頼性をもって測定することができる場合にのみ、当該取得資産の帳簿価額に

算入するか個別の資産として認識するかのいずれかにより会計処理されます。他の全ての修繕並びに維持に

かかる費用は、発生時に連結損益計算書で認識されます。 

  



 土地は減価償却を行いません。土地以外の有形固定資産の減価償却は、取得価額から残存価額を控除した

金額について、以下の見積耐用年数にわたり定額法で算定しております。 

  

  

 残存価額と耐用年数は、技術の変化、耐用年数にわたる使用程度並びに市場ニーズを考慮して、毎期末日 

に見直され、必要な場合には変更されます。 

  

 減損テストの結果、減損損失を認識する場合には、資産の帳簿価額は回収可能価額まで減額されます。

（資産の減損を参照） 

  

 処分により発生する利得及び損失は、処分金額と当該資産の帳簿価額との差額により算出され、連結損益

計算書に計上されます。   

  

投資不動産 

 投資不動産は、主として土地、事務所の建物及び小規模な事業所、並びに当社グループによって使用され

ていないその他の不動産から構成されており、長期にわたり賃貸料収益を享受する目的で保有されていま

す。投資不動産は、取得原価で当初認識され、当初認識後は、割引キャッシュ・フロー法又は外部の鑑定評

価によって毎年算定されるオープン・マーケット価格を参照して、公正価値で計上されます。公正価値の変

動は、連結損益計算書においてその他の収益の一部として計上されます。 

  

無形資産 

  (i）のれん 

 のれんは、定期的に減損のテストが行われ、取得原価から減損損失累計額を控除した金額で計上されま

す。グループ企業の売却により発生する利得及び損失には、売却された企業に関連するのれんの帳簿価額が

含まれています。 

  

 のれんは、減損テスト実施のために、企業結合からの便益を得ることが期待される個々の資金生成単位に

配分されます。各資金生成単位は、主要な報告セグメントを地域別に区分した単位としております。（資産

の減損を参照） 

  

 (ii）商標権及びライセンス 

 商標権及びライセンスは、取得原価で当初認識されます。商標権及びライセンスは、一定の耐用年数を有

し、当初認識後は取得原価から償却累計額を控除した金額で計上されます。償却費は、商標権及びライセン

スの取得価額について、見積耐用年数（20年以内）にわたり定額法で算定しております。 

  

(iii）ソフトウェア 

 取得されたソフトウェアのライセンスは、当該ソフトウェアの取得に要した原価に基づき資産として計上

されます。償却費は、見積耐用年数（5年又は10年）にわたり定額法で算定しております。 

  

 ソフトウェアのプログラムを開発もしくは維持するための支出は、発生時に費用として認識されます。当

社グループによって支配される識別可能なソフトウェアの作成に関連して直接的に発生した支出は、支出を

上回る経済的便益の流入が１年を超えて見込まれる場合には、無形資産として認識されます。直接的に発生

した支出には、ソフトウェアの開発に要した労務費並びに開発に直接的に帰属する間接費の金額が含まれま

す。 

  

 無形資産として認識されたソフトウェアの開発費の償却費は、見積耐用年数（10年以内）にわたり定額法

で算定しております。 

  

自社所有の建物 ３～50年 

ファイナンス・リースにより調達している建物 リース契約期間 

フロートガラス溶融窯 10～15年 

ガラス製造プラント（溶融窯以外） 25年 

ガラス加工プラント 15年 

その他の工場設備 ５～20年 

車両運搬具 ５年 



 (iv）研究開発費 

 研究費は、発生時に費用認識されます。開発プロジェクト（当社グループ内で使用される新規もしくは改

良された製品又はプロセスの設計及びテスト）において発生した支出は、当該プロジェクトがビジネスとし

て成功し技術上の実行可能性が確立する可能性、あるいはグループ内で改良されたプロセスを生み出す可能

性が高く、かつ金額を信頼性をもって測定できる場合にのみ、無形資産として認識されます。そうでない場

合、開発費は発生時に費用認識されます。当初費用認識された開発費は、以後の期間において無形資産とし

て認識されることはありません。無形資産に計上された開発費の償却費は、当該製品の商業生産が可能とな

った日もしくは当該プロセスが使用可能となった最初の日より、予測使用期間（製品は5年以内、製造プロ

セスは20年以内）にわたり定額法で算定されます。 

  

  (v）買収により発生した無形資産 

 ピルキントン社買収に伴い、取得された純資産の公正価値の一部として識別された無形資産は、顧客との

関係、ノウハウ、ライセンス契約、ピルキントン・ブランド、その他のブランド、開発途上技術及び技術資

産から構成されます。これらは無形資産に計上され、償却費は、次の通り無形資産のカテゴリー毎に、当社

グループに便益がもたらされると期待される期間を見積もり、当該期間を耐用年数として定額法で算定され

ます。  

（注）ピルキントン・ブランドは耐用年数を特定できないため、償却の対象ではありませんが、定期的

に減損テストが実施されます。  

  

資産の減損 

 耐用年数を特定できない無形資産は、償却の対象ではなく、定期的に減損テストが実施されます。償却対

象の資産についても、帳簿価額を回収することができない可能性を示す兆候があった場合に、減損テストが

実施されます。減損損失は、帳簿価額が回収可能価額を上回る場合に認識されます。回収可能価額は、資産

の売却費用控除後の公正価値と使用価値のいずれか高い方の金額です。減損テストを実施するに際して、

個々の資産は、そのキャッシュ・フローが相互に独立して識別可能な最小単位（資金生成単位）でグループ

分けされます。 

  

 将来キャッシュ・フローを予測するには、市場の成長率、販売数量、市場価格等の様々な前提条件や見積

もりが使用されます。将来キャッシュ・フローの予測は、過去からの傾向、市場の環境並びに業界の傾向を

参照して算定した将来の売上高及び営業費用の最善の見積もりに基づいています。これらの前提条件は、経

営者及び取締役会によって見直しが行われます。将来キャッシュ・フローの予測値は、評価日における資本

コストにリスク・プレミアムを加えた適切な割引率によって調整されます。回収可能価額の算定に使用され

る税引前加重平均資本コストに基づく割引率は、地域毎に適切な水準で設定され、のれんの減損テストにも

使用されています。 

  

金融資産に対する投資 

 当社グループは、金融資産に対する投資を以下の通り、純損益を通じて公正価値で測定される金融資産、

貸付金及び債権、満期保有投資及び売却可能金融資産の各カテゴリーに分類しております。この分類は、金

融資産がどのような目的に従って取得されたかに応じて行っております。経営者は、当初認識時に投資の分

類を決定し、毎期末日に分類が適切かどうかについての再評価を行っております。 

  

  (i）純損益を通じて公正価値で測定する金融資産 

 このカテゴリーは、売買目的保有金融資産と当初認識時に純損益を通じて公正価値で測定するものと指定

された金融資産の２つのサブ・カテゴリーに分類されます。金融資産は、短期間で売却する目的で取得され

た場合、もしくは短期間で売却する目的であると経営者が指定した場合、このカテゴリーに分類されます。

デリバティブも、有効なヘッジ取引におけるヘッジ手段に指定されない限り、売買目的保有に分類されま

す。このカテゴリーに分類される資産は、売買目的で保有される場合、あるいは期末日から12ヶ月以内に売

却が実現すると見込まれる場合、流動資産に計上されます。当社グループは、当連結会計年度末日において

このカテゴリーに分類される金融資産は保有しておりません。  

顧客との関係 20年以内 

ノウハウ 10年 

ライセンス契約 11年 

ピルキントン・ブランド（注） － 

その他のブランド 10年 

開発途上技術 20年以内 

技術資産 15年以内 



 (ii）貸付金及び債権 

 貸付金及び債権は、支払額が固定もしくは決定可能なデリバティブ以外の金融資産で、活発な市場におけ

る公表価格が存在しないものであります。当社グループが貨幣、財貨もしくは役務を債権者に直接提供し、

その結果発生する債権を売買する意図を持たない場合、当該債権はこのカテゴリーに分類されます。このカ

テゴリーに分類される金融資産は、期末日から12ヶ月を超えて満期日が到来するため非流動資産に計上され

るものを除き、流動資産に計上されます。貸付金及び債権は、連結貸借対照表上は売上債権及びその他の債

権に含まれます。（売上債権及びその他の債権を参照）  

  

(iii）満期保有投資 

 満期保有投資は、支払額が固定もしくは決定可能で満期日が固定されているデリバティブ以外の金融資産

で、当社グループがこれらを満期日まで保有する積極的な意図及び能力を有するものをいいます。当社グル

ープは、当連結会計年度末日においてこのカテゴリーに分類される金融資産は保有しておりません。  

  

 (iv）売却可能金融資産 

 売却可能金融資産は、前述の他のカテゴリーのいずれにも分類されないデリバティブ以外の金融資産をい

います。売却可能金融資産は、経営者が期末日から12ヶ月以内に投資を処分する意図を有しない限り、非流

動資産に計上されます。売却可能金融資産は、公正価値に当該金融資産に直接帰属する取引費用を加算した

金額で当初認識され、以後は公正価値で測定されます。 

  

 金融資産の購入及び売却は、取引日、すなわち当社グループが当該資産の購入又は売却を約定した日に認

識されます。また、金融資産は、当該資産からのキャッシュ・フローを受領する権利が消滅もしくは譲渡さ

れ、当社グループが当該資産の所有に伴う全てのリスクと経済価値を実質的に移転した時点で、認識が中止

されます。売却可能金融資産並びに純損益を通じて公正価値で測定する金融資産は、当初認識後は公正価値

で計上されます。貸付金及び債権並びに満期保有投資は、実効金利法を用いて償却原価で計上されます。純

損益を通じて公正価値で測定する金融資産にかかる公正価値の変動に伴う実現もしくは未実現の利得及び損

失は、これらの利得及び損失の発生時に連結損益計算書において認識されます。売却可能金融資産にかかる

公正価値の変動に伴う未実現の利得及び損失は、資本の構成項目である売却可能金融資産の公正価値の変動

において認識されます。売却可能金融資産が売却もしくは減損された場合には、累積した売却可能金融資産

の公正価値の変動額は、連結損益計算書において利得及び損失に計上されます。 

  

 上場有価証券の公正価値は、公表市場価格で測定されます。活発な市場を有しない金融資産や非上場有価

証券の場合には、当社グループは評価技法を用いて公正価値を算定します。評価技法としては、最近におけ

る第三者間取引事例、実質的に同等な他の金融商品価格の参照、割引キャッシュ・フロー法並びに発行者固

有の状況を加味したオプション価格モデルを使用しております。 

  

 当社グループは、毎期末において金融資産もしくは金融資産グループについて減損の客観的な証拠がある

かどうかについて評価を行っております。売却可能金融資産に分類される資本性証券の場合には、減損の証

拠があるかどうかの判定において、公正価値の取得原価に対する著しい下落又は長期にわたる下落があるか

どうかが考慮されます。売却可能金融資産について減損の証拠がある場合、取得価額と当連結会計年度末日

の公正価値との差額から以前に純損益で認識された金融資産の減損損失を控除した金額として測定される累

積損失が、資本から連結損益計算書へ振り替えられます。 

  

棚卸資産 

 棚卸資産は、取得原価と正味実現可能価額のいずれか低い方の額で評価されます。原価は、主として先入

先出法により算定されております。製品及び仕掛品の原価は、設計費、原材料費、直接労務費、その他の直

接費並びに正常生産能力等に基づき行われた製造間接費の配賦額から構成されています。正味実現可能価額

は、通常の事業過程における予想売価から、販売に要する見積もり費用を控除した額です。棚卸資産の原価

には、原材料の購入に関連する有効なキャッシュ・フロー・ヘッジにかかる利得及び損失のうち、資本から

振り替えられた額が含まれています。 

  

 連結貸借対照表に計上される棚卸資産の帳簿価額は、定期的に見直しを行っております。長期にわたり滞

留している場合、もしくは当社グループが販売によって原価の全て又は一部を回収できる見込みがない場合

には、棚卸資産の帳簿価額を見積正味実現可能価額まで減額しております。 

  



未成工事支出金 

 未成工事支出金は、第三者である顧客に対してフロートガラス製造ライン等を建設し引き渡すためのエン

ジニアリング工事契約に基づき計上されます。エンジニアリング工事契約にかかる利益は、収益と契約原価

を信頼性をもって見積もることが可能な場合、工事の進捗度に応じて認識されます。契約の成果を信頼性を

もって見積もることが不可能な場合には、収益は、発生した契約原価が回収可能と見込まれる範囲でのみ認

識されます。契約原価が工事総収益を上回る可能性が高い場合には、見積損失は直ちに連結損益計算書にお

いて費用として認識されます。  

  

 各工事契約の進捗度は、当社グループのエンジニアリング部門により一定の間隔で評価が行われており、 

その評価は、期末日における工事の物理的な進捗、工事指図の進行、原価の発生並びに技術面の完了状況の

調査に基づき行われております。  

  

売上債権及びその他の債権 

 売上債権及びその他の債権は、公正価値で当初認識され、以降は実効金利法を用いて算定した償却原価か

ら貸倒引当金を控除した額により計上されます。売上債権に対する貸倒引当金は、当初の取引条件に従い、

当社グループが債権の全て又は一部の回収ができない客観的な証拠が存在する場合にのみ設定されます。引

当金の額は、当該債権の帳簿価額と将来の見積キャッシュ・フローを実効金利で割り引いて算出した現在価

値との差額となります。貸倒引当金の変動は、連結損益計算書において認識されます。 

  

現金及び現金同等物 

 現金及び現金同等物は、手許現金、要求払いの銀行預金、当初の満期日が３ヶ月以内の流動性が高い短期

投資並びに銀行当座借越契約から構成されます。但し、銀行当座借越契約は、連結貸借対照表上は、流動負

債に借入金として計上されます。 

  

仕入債務及びその他の債務  

 仕入債務及びその他の債務は、通常の事業の過程において、供給業者から取得した財貨又はサービスに対

して支払いを行う義務であります。仕入債務及びその他の債務は、支払期限が１年以内に到来する場合は流

動負債に分類し、それ以外の場合は非流動負債として表示しております。  

  

社債及び借入金 

 社債及び借入金は、社債、借入金、リース債務及び非支配持分に対する固定額の配当金の支払義務で構成

されています。社債及び借入金は、公正価値で当初認識されます。付随する取引費用については、関連する

社債及び借入金の満期までの期間にわたり連結損益計算書において認識しております。当初認識以降は、借

入金は償却原価で計上されます。取引費用控除後の正味手取金額と返済価額との差額は、実効金利法を用い

て借入期間にわたり連結損益計算書において認識されます。資本性の無い優先株式は、負債に計上され、連

結貸借対照表上は直近の償還価額により測定されます。資本性のない優先株式にかかる配当金は、連結損益

計算書において支払利息として認識されます。 

  

 借入金は、当社グループが期末日後少なくとも12ヶ月間その返済を繰り延べる無条件の権利を有しない限

り、流動負債に計上されます。 

  

リース 

 ファイナンス・リース（リース資産の所有に伴うリスク及び経済価値の大部分が当社グループによって留

保されるリース契約）により保有される資産は、有形固定資産に原価で計上され、リース期間又は経済的耐

用年数のいずれか短い方の期間にわたり減価償却されます。ファイナンス・リースに基づくリース債務は、

将来期間にかかる金融費用を控除した金額で、決済日の到来が１年以内又は１年超のいずれかに応じて流動

又は非流動負債として計上されます。金融費用は、リース債務の残存帳簿価額に対して一定の利子率で算定

された金額により、リース期間にわたる期間按分により認識されます。 

  

 リース契約が、オペレーティング・リース（ファイナンス・リース以外のリース契約）と判定される場合

には、以後の支払リース料は、貸手より提供されたインセンティブ部分を控除した額についてリース期間に

わたり定額法で連結損益計算書において認識されます。  

  



法人所得税   

 当期税金は、税務当局に対する納付または税務当局からの還付が予想される金額で測定しております。 

  

 繰延税金は、資産負債法により、資産及び負債の税務基準額と連結財務諸表上の帳簿価額との間に生じる

一時差異に対して認識しております。ただし、企業結合でなく、かつ、取引日に会計上の純損益及び課税所

得（欠損金）に影響を与えない取引において資産又は負債の当初認識から生じる場合は、繰延税金は認識さ

れません。繰延税金の算定には、貸借対照表日までに制定又は実質的に制定されており、関連する繰延税金

資産が実現する期又は繰延税金負債が決済される期において適用されると予想される法定税率（及び税法）

を使用しております。  

  

 繰延税金資産は、一時差異を利用できるだけの課税所得が生じる可能性が高い範囲内においてのみ認識し

ております。子会社又は関連会社に対する投資から生じる将来加算及び減算一時差異について繰延税金を計

上しておりますが、当社グループが一時差異を解消する時期をコントロールしており、かつ予測可能な期間

内に一時差異が解消しない可能性が高い場合は繰延税金を認識しておりません。なお、のれんの当初認識時

における一時差異については、繰延税金負債を認識しておりません。   

  

従業員給付 

  (i）年金 

 当社グループは様々な退職給付制度を有しております。退職給付制度は通常、保険会社もしくは信託会社

が管理する基金への支払を通じて積み立てており、積立金額は定期的な数理計算によって算定されておりま

す。当社グループは確定給付制度及び確定拠出制度を有しております。 

  

 確定給付制度に関連して連結貸借対照表で認識される負債は、報告期間の末日現在の確定給付債務の現在

価値から制度資産の公正価値を控除し、未認識の過去勤務費用に関する調整をしております。確定給付型の

退職給付債務は、毎期、独立した年金数理人が予測単位積増方式を用いて算定しており、退職給付債務の現

在価値は、関連する年金債務の期間に満期が近似しており、かつ給付が支払われる通貨建ての優良社債の市

場利回りに基づく割引後見積将来キャッシュ・フローで算定しております。 

  

 当期の勤務費用は、従業員の当期の勤務に対して発生し、連結貸借対照表上の退職給付債務を増加させ、

連結損益計算書に計上される営業費用であります。 

  

 利息費用は、退職給付債務に対する時間の経過により発生する割引の戻しであり、期待運用収益は、制度

資産に対する期待運用収益であり、純額で金融費用として計上されております。 

  

 数理計算上の差異は、実績による修正及び数理計算上の仮定の変更から生じ、IAS第19号「従業員給付」

に基づき連結包括利益計算書を通して資本に計上されております。 

  

 退職給付制度の変更に関して、従業員が一定期間（権利確定期間）の役務提供の条件を満たす場合には、 

過去勤務費用は、発生時に連結損益計算書で即時認識されます。権利確定期間の役務提供の条件を満たさな

い場合には、権利未確定部分に対する過去勤務費用は定額法により権利確定期間にわたって償却されます。

  

 当社グループは、確定拠出型の退職給付制度については、公的又は私的管理の年金保険制度に対し、強

制、契約上又は任意で拠出金を支払っております。拠出金の支払いを行っている限り、グループに追加的な

支払い債務は発生しません。拠出金は、支払期日において従業員給付費用として認識しております。拠出金

の前払いは、現金の払い戻し又は将来の支払額の減額が可能である範囲で資産として認識しております。  

  

(ii）その他の従業員給付 

 当社グループのアメリカ、イギリスの連結子会社では、一部の退職者に退職後医療給付を提供しておりま

す。これらの給付の受給資格は、通常、従業員が定年まで勤務し、かつ一定の最低勤続年数を完了している

ことを条件として与えられます。これらの給付の予想コストは、確定給付年金制度で用いられるのと同様の

会計処理方法により、雇用期間にわたって未払計上されます。実績による修正及び数理計算上の仮定の変更

から生じた数理計算上の差異は、IAS第19号「従業員給付」に基づき発生した期間に連結包括利益計算書に

計上しております。これらの債務は毎期、独立した有資格者の年金数理人が評価を行っております。 

  



(iii）解雇給付 

 当社グループが通常の退職日前に従業員の雇用を終了する場合、又は従業員が解雇給付と引き替えに自発

的退職に応じる都度、解雇給付が支給されます。当社グループが、現従業員を解雇することに関する詳細で

正式な計画を有しており、その撤回可能性がない場合には、雇用の終了が明確に確約された時点で、当社グ

ループは解雇給付を認識しております。報告期間の末日から12ヶ月よりも後に給付の期日が到来する場合に

は、当該給付を現在価値に割り引いております。 

  

(iv）利益配分（賞与及びマネージメント・インセンティブ・プラン） 

 当社グループは、利益配分（賞与及びマネージメント・インセンティブ・プラン）について損益及びキャ

ッシュ・フローの達成度に基づき債務及び費用を認識しております。当社グループは、契約上の義務がある

場合、又は推定的債務を生じさせるような過去の慣行が存在する場合には引当金を計上しております。 

   

引当金 

 環境の原状回復、リストラクチャリング費用及び法的請求にかかる引当金については、 (a)当社グルー

プが過去の事象の結果として現在の債務（法的又は推定的）を有している (b)当該債務を決済するために

経済的便益をもつ資源の流出が必要となる可能性が高い (c)当該債務の金額について信頼性のある見積もり

ができる場合に認識しております。リストラクチャリング引当金は、主としてリース解約による違約金及び

従業員の解雇費用により構成されております。将来の営業損失に対しては引当金を認識しておりません。 

  

 同種の債務が多数ある場合、決済に要するであろう資源の流出の可能性は同種の債務全体を考慮して決定

しております。同種の債務のうちある一つの項目について流出の可能性が低いとしても、引当金を認識して

おります。 

  

 全ての引当金については、将来の支出が12ヶ月を超え、貨幣の時間的価値の影響が重要な場合には、現在

価値に割り引いて認識しております。時の経過による引当金の増加は、毎期、連結損益計算書の金融費用に

計上されております。現在価値への割引においては、各地域毎に当該引当金に特有のリスクを反映させた割

引率を使用しております。 

  

収益認識 

 収益は、物品の販売及びサービスの提供から受取る対価又は債権の公正価値から付加価値税もしくは同様

の税金、リベートもしくは割引及び内部売上高を差し引いた金額で計上されております。収益は以下の通り

認識しております。 

  

  (i）物品の販売 

 物品の販売による収益は、グループ会社が外部取引先へ物品を出荷し、外部取引先が受取り、当該出荷に

対する債権の回収可能性が概ね保証された場合に認識しております。販売時点における返品の見積もりは、

過去の経験に基づき算定しております。 

  

 (ii）役務の提供 

 役務の提供による収益は、役務が提供された報告期間の期末日現在のその取引の進捗度に応じて認識して

おります。 

  

(iii）エンジニアリング収入 

 エンジニアリング収入は、外部取引先へのガラスフロート窯の工事契約等において認識しております。長

期の工事契約に基づく請負契約は、その請負業務が開始される日とその業務が完了する日は、通常、異なる

会計期間に属するため、契約の完了に要する工事契約原価を信頼性をもって見積もることができる場合に報

告期間の末日現在の契約の進捗をもって収益を認識しております（工事進行基準）。工事契約の成果が信頼

性をもって見積もることができない場合は、収益は、発生した工事契約原価のうち回収される可能性が高い

範囲でのみ認識しております。工事契約に関する予想損失は、直ちに費用として認識しております。 

  



 (iv）利息収入 

 利息収入は実効金利法により認識しています。金融債権が減損の対象となった場合には、当社グループは

当該金融債権の簿価を回収可能価額（当初実効金利による見積割引将来キャッシュ・フロー）まで減額し、

引続き、時の経過による資産の増加は利息収入として処理しております。減損された金融債権の金利は、当

該金融資産の金利が現金回収される場合に認識します。 

  

  (v）ロイヤルティ収入 

 ロイヤルティ収入は、関連する契約の実質に従い発生主義で認識しております。 

  

 (vi）配当収入 

 配当収入は、配当を受け取る権利が確定した時点で認識しております。  

  

個別開示項目 

 当社グループでは、グループの経営成績に対する正しい理解に資するため、連結損益計算書の損益項目を

個別開示項目として表示することがあります。一般的には、個別開示項目は金額に重要性がある、あるいは

一過性の性格を持っています。当社グループが現在取り組んでいる収益性改善のための諸施策から発生する

費用も、個別開示項目に含まれます。 

  

繰延収益 

  (i）政府補助金 

 政府補助金は、補助金を受領すること、及び補助金が交付されるためのすべての付帯条件が満たされるこ

とについて合理的な保証が得られた場合にその公正価値で認識しております。補助金が費用支出に関連する

場合には、その補助金は、補償される関連費用と対応させるために必要な期間にわたって規則的に利益とし

て認識しております。有形固定資産に関連する補助金の場合には、繰延収益として認識され、関連資産の見

積耐用年数にわたって均等に連結損益計算書に認識しております。 

  

 (ii）その他の繰延収益 

 当社グループは、新車開発時に顧客から受領する金型に対する補助金等をその他の繰延収益として公正価

値によって認識しております。その他の繰延収益は、関連資産の使用期間にわたって均等に連結損益計算書

に認識しております。 

  

排出権 

 CO2の排出量が各国の国内排出取引に基づき設定された排出枠を下回った分については資産を、上回った

分については負債を公正価値で認識しております。 

  

借入費用 

 適格資産（意図された使用又は販売が可能になるまでに相当の期間を必要とする資産）の取得、建設又は

生産に直接起因する借入費用は、意図された使用又は販売が可能となるまで当該資産の取得原価の一部とし

て資産計上しております。その他の借入費用は、発生時に連結損益計算書に全額費用として認識しておりま

す。 

  

デリバティブ及びヘッジの会計処理 

 デリバティブの当初認識はデリバティブ契約を締結した日の公正価値で行い、当初認識後の再測定も公正

価値で行っております。デリバティブに係る再測定の結果生じる利得又は損失の認識方法は、ヘッジ手段と

して指定されているかどうか、また、ヘッジ手段として指定された場合にはヘッジ対象の性質及びヘッジの

有効性によって決定されています。 当社グループは、一部のデリバティブについて、以下のいずれかの指

定を行っております。(a) 認識されている資産もしくは負債の公正価値のヘッジ、又は確定約定の公正価値

の変動のヘッジ（公正価値ヘッジ） (b) 認識されている資産又は負債、もしくは可能性の非常に高い予定

取引に関連するキャッシュ・フローの変動リスクのヘッジ（キャッシュ・フロー・ヘッジ） (c) 在外営業

活動体に対する純投資のヘッジ（純投資ヘッジ）  

  

 当社グループは、ヘッジの開始時に、ヘッジ手段とヘッジ対象との関係、並びに種々のヘッジ取引の実施

についてのリスク管理目標及び戦略について文書化しております。当社グループはまた、ヘッジ開始時及び

継続的に、ヘッジ取引に利用したデリバティブがヘッジ対象の公正価値又はキャッシュ・フローの変動を相

殺するために極めて有効的であるかどうかについての評価も文書化しております。  



  (i）公正価値ヘッジ 

 公正価値ヘッジとして指定され、かつその要件を満たすデリバティブの公正価値の変動は、ヘッジされた

リスクをもたらすヘッジ対象資産又は負債の公正価値の変動とともに、連結損益計算書に計上しておりま

す。 

  

 (ii）キャッシュ・フロー・ヘッジ 

 キャッシュ・フロー・ヘッジとして指定され、かつその要件を満たすデリバティブの公正価値の変動は、

連結包括利益計算書を通じて資本で認識しております。非有効部分に関する利得又は損失は、連結損益計算

書に即時認識しております。 

  

 資本に累積された金額は、ヘッジ対象が純損益に影響を与える期（例えば、ヘッジした予定売上が発生す

る期）に、リサイクル（純損益に振り替え）しております。しかしながら、ヘッジ対象である予定取引が非

金融資産（例えば、棚卸資産）もしくは負債の認識を生じさせるものである場合には、それまで資本に繰り

延べていた利得又は損失を振り替え、当該資産もしくは負債の測定額に含めております。 

  

 ヘッジ対象である予定取引の発生の可能性がなくなった時点で、資本に計上されている利得又は損失の累

計額を連結損益計算書に振り替えております。 

  

(iii）純投資ヘッジ 

 在外営業活動体に対する純投資のヘッジは、キャッシュ・フロー・ヘッジと同様に会計処理しておりま

す。ヘッジ手段にかかる利得又は損失のうちヘッジの有効部分にかかるものは、連結包括利益計算書で認識

しております。非有効部分に関する利得又は損失は、連結損益計算書に即時認識しております。資本に計上

された利得又は損失の累計額は、在外営業活動体が部分的に処分又は売却された時点で連結損益計算書に振

り替えております。 

  

 (iv）ヘッジ要件を満たさないデリバティブ取引 

 一部のデリバティブ取引はヘッジ要件を満たさないものがあります。このような取引から生じる公正価値

の変動は、連結損益計算書に即時認識しております。 

  

公正価値の見積 

 活発な市場で取引される金融商品（デリバティブ及び売却可能有価証券）の公正価値は、期末日現在の市

場相場価格に基づいております。当社グループが保有している金融資産に用いられる市場相場価格は、現在

の買呼値であります。金融負債に用いられる市場相場価格は、現在の申し込み価格です。 

  

 活発な市場で取引されていない金融商品の公正価値は、評価技法を用いて測定しております。当社グルー

プはさまざまな方法を用い、また期末日現在の市場相場価格に基づく仮定を行っております。金利スワップ

の公正価値は、見積将来キャッシュ・フローの現在価値として算定しております。 

  

 外国為替先物予約の公正価値は、期末日現在の先物為替レートを用いて算定しております。 

  

 売掛債権（額面から貸倒引当金を控除した金額）及び買掛債務については、公正価値に近似しておりま

す。 

  

 金融負債の公正価値は、グループが保有する金融商品と同様の利率を用いた割引後の将来の契約上のキャ

ッシュ・フローで算定しております。 

  

資本金 

 普通株式は、資本に計上されます。強制的に償還可能な優先株式は、負債に計上されます。新株もしくは

新株予約権の発行に直接帰属する付随費用は、税引き後の金額に基づき発行価額から控除されて計上されま

す。 

  

自己株式 

 自己株式は、自己の持分金融商品であり、取得価額で評価され資本から控除されます。 

  



株式報酬 

 当社グループには、持分決済型の株式報酬制度が数多く有り、その制度の下で、取締役、執行役員及び理

事の役務提供を対価として当社グループの持分金融商品（オプション）を付与しております。オプションの

公正価値をブラック・ショールズ・モデルで評価しており、オプションの付与と交換に受領する役務の公正

価値は、IFRS第２号「株式報酬」に基づき、権利確定期間にわたって費用認識しております。権利確定期間

の見積と実績に差異が生じた場合には（株式市場要件により権利が取り消された場合を除き）、認識した費

用を調整しております。すべての株式報酬取引は持分決済型であります。 

  

非継続事業及び売却目的で保有する資産 

 非継続事業には、既に処分（売却又は廃棄）されたか又は売却目的保有に分類された企業の構成要素が含

まれ、グループのひとつの事業もしくは地域を構成し、そのひとつの事業もしくは地域の処分の計画がある

場合に認識されます。また、売却目的で取得した子会社も非継続事業としております。 

  

 非流動資産又は処分グループの帳簿価額が、継続的使用よりも主として売却取引により回収される場合

に、当該資産又は処分グループは、「売却目的で保有する資産」として分類されます。「売却目的で保有す

る資産」は、売却の可能性が非常に高く、現状で直ちに売却することが可能であり、かつ経営者が、当該資

産の売却計画の実行を確約しており、１年以内で売却が完了する予定のものに限られます。 

  

 当社グループが子会社に対する支配の喪失を伴う売却計画を確約する場合で、かつ上記の条件を満たす場

合、当社グループが売却後も従前の子会社に対する非支配持分を有するか否かにかかわらず、当該子会社の

全ての資産及び負債が売却目的に分類されます。 

  

 売却目的で保有する資産は、帳簿価額と売却費用控除後の公正価値のいずれか低い金額で測定します。

「売却目的で保有する資産」に分類後の有形固定資産及び無形資産については、減価償却又は償却は行いま

せん。  

  

 見積もり及び判断は、継続的に評価され、過去の経験及び他の要因（状況により合理的だと認められる将

来事象の発生見込みを含む）に基づいております。  

  

 当社グループは、将来に関する見積もり及び仮定の設定をしています。会計上の見積もりの結果は、その

定義上、通常は関連する実際の結果と一致することはありません。翌連結会計年度において資産や負債の帳

簿価額に重要な修正を生じさせるような重要なリスクを伴う見積もり及び仮定は以下の通りです。 

  

  (i）のれん及び無形資産の減損の見積もり 

 当社グループは、のれんもしくは耐用年数を特定できない無形資産の減損の有無について、前述の方針に

従って毎期減損テストを行っております。 

  

 (ii）法人所得税 

 当社グループは、多くの租税区域で法人所得税の課税を受けております。通常の事業を行う場合、最終的

な税額が不確実である取引が多く存在します。当社グループは、税務調査の結果修正される法人所得税の額

及びその可能性の見積もりに基づいて、予想される税務調査上の論点にかかわる負債を認識しております。

認識されるべき法人所得税の金額については、重要な判断を要します。最終税額が当初に認識した金額と異

なる場合、その差額は、税額が決定する期間に計上されております。 

  

(iii）退職後給付 

 当社グループはそれぞれの国においてさまざまな退職後給付制度を設けております。確定給付制度におい

ては、退職給付債務及び制度資産の算出にあたり、さまざまな仮定を取締役会で決議しております。これら

の仮定には不確実性が存在するため、取締役は承認する前に数理計算人によるアドバイスを受けておりま

す。 

  

 (iv）引当金 

 引当金の算定の際には、必要に応じて専門家のアドバイスを受けることがあります。  

  

(e) 重要な会計上の見積、判断及び仮定



財務リスクの要因 

 当社グループはグローバルで活動し、財務活動を行っているため、市場リスク、外国為替リスク、信用リ

スク、燃料価格リスク、流動性リスク及び金利リスクなどの様々な財務リスクにさらされております。当社

グループは、金融商品を用いてグループの財政状態及び業績に与える影響を最小限にする危機管理プログラ

ムを実行しております。 

  

 リスク管理は、取締役会が承認した方針に基づいて、当社グループの財務部門（以下「グループ財務」と

いう）が行っております。グループ財務は、グループの事業部門との緊密な協力関係の下で財務リスクを識

別し、評価し、ヘッジしております。取締役会は、総体的なリスク管理についての原則を文書化するととも

に、外国為替リスク、金利リスク、燃料価格リスク、信用リスク、デリバティブ金融商品及び非デリバティ

ブ金融商品の利用及び超過流動性の投資などの特定分野を対象とした方針も文書化しております。 

  

  (i）外国為替リスク 

 当社グループは、国際的な事業活動を行っており、様々な通貨エクスポージャー、主にポンド、ユーロ及

び米ドルに関して生じる外国為替リスクにさらされております。外国為替リスクは将来の商取引、認識され

ている資産及び負債並びに在外営業活動体に対する正味投資額から発生しております。 

  

 将来の商取引又は既に認識している資産及び負債に起因する外国為替リスクを管理するため、グループ財

務は、先渡契約を利用しております。外国為替リスクは、将来の商取引又は既に認識されている資産や負債

が企業の機能通貨と異なる通貨建である場合に発生します。グループ財務は、外部金融機関の通貨先渡契約

を用いて各々の外貨でネットポジションを管理する役割を担っております。 

  

 一方、各子会社は、グループ財務との間で必要に応じて公正価値ヘッジやキャッシュ・フロー・ヘッジを

行っております。 

  

 特定の資産、負債もしくは将来の商取引については、グループレベルで外部との外国為替予約を締結し、

ヘッジとして指定しております。 

  

 グループのリスク管理方針として、将来の外貨建の商取引がほぼ確実に発生すると見込まれる場合には、

外国為替のリスクをヘッジすることにしております。 

  

 当社グループは、在外営業活動体に対する一定の投資をしており、それら活動体の純資産は外貨リスクに

さらされております。グループの在外営業活動体の純資産から生じる通貨エクスポージャーは、主として同

じ外貨建の借入金を通じて管理されております。 

  

 (ii）信用リスク 

 当社グループは、自動車ガラスのＯＥＭ先への債権以外には信用リスクの過度な集中はありません。当社

のグループ方針として、物品の販売は過去の信用情報に基づき実行することとしております。デリバティブ

金融商品の使用は、信用力の高い金融機関との取引に限定しております。当社グループは、金融機関との信

用エクスポージャーの金額を制限することを方針としております。 

  

(iii）燃料価格リスク 

 当社グループは、主に重油やガスなどのエネルギーを大量に消費するため、これらエネルギーの価格変動

リスクにさらされております。当社グループは、向こう12ヶ月間に予想される購入量の10～100％の範囲、 

その先の4年間は予想される購入量の10～80％の範囲でヘッジを行うことを方針としております。 

  

 (iv）流動性リスク 

 当社のグループ方針として、十分な現金及び現金同等物と設定された借入限度枠による資金調達を維持す

ることとしております。事業基盤の変化に対応するために、グループ財務は、相当分の借入限度枠の未使用

部分を残しておくことによって柔軟な資金提供を維持するようにしております。 

  

(f) 財務リスクマネジメント



  (v）キャッシュ・フロー及び金利の公正価値リスク 

 当社グループは、重要な利付きの資産を有していないため、グループの損益及びキャッシュ・フローは実

質的に市場金利に左右されることはありません。 

  

 当社グループは長期借入金の金利について金利リスクにさらされる可能性があります。変動金利の借入金

により、当社グループはキャッシュ・フローの金利リスクにさらされております。また、当社グループは、

固定金利による借入金により公正価値の金利リスクにさらされることになります。当社グループの方針とし

て、金融商品の運用により、30～70％の借入金を固定金利にするようにしております。 

  

 当社グループは、キャッシュ・フローの金利リスクを支払固定・受取変動の金利スワップ取引により管理

しております。この金利スワップは、借入の変動金利を固定金利に交換します。金利スワップ契約として想

定元本をもとに、固定契約金利と変動金利の差額を一定の間隔で交換する合意を他者との間で交わしていま

す。   

  



 当社グループはグローバルに、以下の報告セグメントで活動をしております。  

  

 建築用ガラス事業は、各種の商業向け及び住宅向けの建築用ガラスの製造及び販売をしております。このセ

グメントには、太陽電池用ガラス事業も含まれます。 

  

 自動車用ガラス事業は、新車向け及び補修向けに様々なガラスを製造販売しております。 

  

 機能性ガラス事業は、小型ディスプレイ用の超薄型ガラスの製造及び販売、プリンターレンズ及び光部品、

鉛蓄電池用セパレータ及びエンジン用のゴムコード等の特殊ガラス繊維製品等の複数の事業によって構成され

ております。 

  

 その他の区分は、本社費用及び上記報告セグメントに含まれない事業セグメントであります。 

  

 当連結会計年度（自 2011年４月１日 至 2012年３月31日）における報告セグメントごとの実績は以下の

通りになります。 

  

(g) セグメント情報

  （単位：百万円）

  
建築用

ガラス事業 
自動車用
ガラス事業 

機能性
ガラス事業 

その他 合計

 売上高  

  外部顧客への売上高  239,440  251,229  60,167  1,387  552,223

  セグメント間売上高  13,710  385  217  5,384  19,696

  セグメント売上高計  253,150  251,614  60,384  6,771  571,919

  ピルキントン買収に係る償却費控除

前セグメント利益 
 9,135  5,123  6,942  △6,296  14,904

  ピルキントン買収に係る償却費 － － －  △7,188  △7,188

  個別開示項目前営業利益  9,135  5,123  6,942  △13,484  7,716

  個別開示項目         △3,330

  営業利益         4,386

  金融費用（純額） 

 

 △14,323

  持分法による投資利益  5,115

  税引前損失  △4,822

  法人所得税  3,073

  当期損失  △1,749



 前連結会計年度（自 2010年４月１日 至 2011年３月31日）における報告セグメントごとの実績は以下の

通りになります。 

  

  

 当連結会計年度（自 2011年４月１日 至 2012年３月31日）における報告セグメントのネット・トレーデ

ィング・アセットと資本的支出は以下の通りになります。 

  

  

 前連結会計年度（自 2010年４月１日 至 2011年３月31日）における報告セグメントのネット・トレーデ

ィング・アセットと資本的支出は以下の通りになります。  

  

 ネット・トレーディング・アセットは、有形固定資産、無形資産（企業結合に係るものを除く）、棚卸資

産、未成工事支出金、売上債権及びその他の債権、仕入債務及びその他の債務によって構成されております。

  

 資本的支出は有形固定資産及び無形資産の追加取得によるものです。  

  

  （単位：百万円）

  
建築用

ガラス事業 
自動車用
ガラス事業 

機能性
ガラス事業 

その他 合計

 売上高  

  外部顧客への売上高  248,648  264,031  62,925  1,465  577,069

  セグメント間売上高  14,521  924  161  5,215  20,821

  セグメント売上高計  263,169  264,955  63,086  6,680  597,890

  ピルキントン買収に係る償却費控除

前セグメント利益 
 13,828  11,937  7,697  △2,962  30,500

  ピルキントン買収に係る償却費 － － －  △7,633  △7,633

  営業利益  13,828  11,937  7,697  △10,595  22,867

  金融費用（純額） 

 

 △16,274

  持分法による投資利益  8,713

  税引前利益  15,306

  法人所得税  509

  当期利益  15,815

  （単位：百万円）

  
建築用

ガラス事業 
自動車用
ガラス事業 

機能性
ガラス事業 

その他 合計

 ネット・トレーディング・アセット  160,915  165,908  47,364  △617  373,570

 資本的支出（無形資産含む）  14,137  18,818  1,532  194  34,681

  （単位：百万円）

  
建築用

ガラス事業 
自動車用
ガラス事業 

機能性
ガラス事業 

その他 合計

 ネット・トレーディング・アセット  161,243  165,345  48,986  758  376,332

 資本的支出（無形資産含む）  14,146  17,456  1,849  309  33,760



  

 英国における年金負債の減少益は、当社グループの英国の主要な年金制度において規約の改正があり、イン

フレ指標に連動して増加する将来の年金給付に関する年金負債について、その増加の割合が減少すると見込ま

れることによるものです。 

 関連会社に対する持分変動益は、当社グループの持分法適用会社であるChina Glass Holdings Ltdが増資を

行いましたが、当社グループは出資に応じなかったことから発生したものです。 

 有形固定資産の減損損失は、不採算あるいは遊休の有形固定資産について、帳簿価額を回収可能価額まで切

り下げたことによるものです。 

 関連会社に対する投資の評価損は、当社グループの持分法適用会社であるChina Glass Holdings Ltdに対す

る投資簿価を、当連結会計年度末において、同社株式の市場価格まで評価減したことによるものです。 

 リストラクチャリング費用（雇用契約の終了にかかる費用を含む）は、当社グループがその詳細な公式計画

を対象となる従業員に対して通知したリストラクチャリング計画に対して認識された費用です。 

 係争案件の解決にかかる費用は、全て、欧州競争法違反の疑いにより欧州委員会が当社グループに対して過

料を課する旨の決定を発表したことに続き、顧客である自動車メーカー数社によって行われた損害賠償請求に

関して発生したものです。 

  

(h) 個別開示項目

（単位：百万円）

 
当連結会計年度

（自 2011年４月１日 
至 2012年３月31日） 

前連結会計年度
（自 2010年４月１日 
至 2011年３月31日） 

個別開示項目（収益）：     

 英国における年金負債の減少益  4,309 －

 関連会社に対する持分変動益  1,393 －

 その他 132 －

   5,834 －

個別開示項目（費用）： 

 有形固定資産の減損損失 △2,325 －

 関連会社に対する投資の評価損 △1,941 －

 リストラクチャリング費用
（雇用契約の終了にかかる費用を含む） 

△2,804 －

 係争案件の解決にかかる費用 △2,094 －

△9,164 －

  △3,330 －



  

(i) 金融収益及び費用

（単位：百万円）

  
当連結会計年度

（自 2011年４月１日 
至 2012年３月31日） 

前連結会計年度
（自 2010年４月１日 
至 2011年３月31日） 

金融収益     

 利息収入  1,873  1,887

 為替差益  140  107

 金融商品の公正価値の評価益：     

  －金利スワップ  410  255

    2,423  2,249

金融費用     

 社債及び借入金の支払利息 △14,594 △13,784

 非支配持分に対する非持分金融商品であ
る優先株式の支払配当金 

△225 △233

 為替差損 △56 △735

 金融商品の公正価値の評価損： 

  －金利スワップ △163 －

 その他の支払利息等 △54 △1,884

  △15,092 △16,636

 時間の経過により発生した割引の戻し △263 △265

 退職給付費用 

  －期待運用収益及び利息費用 △1,391 △1,622

  △16,746 △18,523



  

 当連結会計年度における法人所得税の負担率は、持分法による投資利益考慮前の税引前当期損失に対して

31％となっております（前連結会計年度は税引前当期利益に対して△8％）。当連結会計年度において連結損

益計算書で認識された法人所得税の金額は、当社グループが事業を展開している各国・地域で施行されている

法定税率及び税法に従い、当期法人所得税と繰延法人所得税の合計額として算定しております。 

  

(j) 法人所得税

（単位：百万円）

 
当連結会計年度

（自 2011年４月１日 
至 2012年３月31日） 

前連結会計年度
（自 2010年４月１日 
至 2011年３月31日） 

当期法人所得税     

 当期課税額 △4,427 △5,767

 過年度調整額 △884  637

  △5,311 △5,130

繰延法人所得税 

 当期発生額  5,708  3,743

 過年度調整額  1,378  417

 税率変更に伴う調整額  1,298  1,479

   8,384  5,639

連結損益計算書で認識された法人所得税  3,073  509



(a) 基本 

 基本的１株当たり利益は、親会社の所有者に帰属する当期利益を、当連結会計年度の発行済普通株式の加重

平均株式数で除して算定しております。発行済普通株式の加重平均株式数には、当社グループが買入れて自己

株式として保有している普通株式は含まれません。 

  
  

(b) 希薄化後 

 希薄化後１株当たり利益は、すべての希薄化効果のある潜在的普通株式が転換されたと仮定して、当期利益

と発行済普通株式の加重平均株式を調整することにより算定されます。当社グループには転換社債及びストッ

ク・オプションの２種類の希薄化効果のある潜在的普通株式が存在します。転換社債は、普通株式に転換され

たと仮定し、利息費用（税効果考慮後）の純利益からの消去及び加重平均株式数の調整を行っております。な

お、転換社債は、当連結会計年度において、全額償還されました。ストック・オプションについては、付与さ

れた未行使のストック・オプションの権利行使価額に基づき、公正価値（当社株式の当期の平均株価によって

算定）で取得されうる株式数を算定するための計算が行われます。前述の方法で計算された株式数は、発行済

普通株式の加重平均株式数に加算されます。 

（注）当連結会計年度においては、ストック・オプション及び転換社債の転換が１株当たり当期損失を減少さ

せるため、潜在株式は希薄化効果を有しておりません。  

  

(k) 1株当たり利益

  

当連結会計年度
（自 2011年４月１日 
至 2012年３月31日） 

前連結会計年度
（自 2010年４月１日 
至 2011年３月31日）

  親会社の所有者に帰属する当期利益（△は損失）（百万円）  △2,815  12,430

  発行済普通株式の加重平均株式数（千株）  902,230  794,129

  基本的１株当たり当期利益（△は損失）  △3.12  15.65

  

当連結会計年度
（自 2011年４月１日 
至 2012年３月31日） 

前連結会計年度
（自 2010年４月１日 
至 2011年３月31日）

 利益 

  親会社の所有者に帰属する当期利益（△は損失）（百万円）

  転換社債の利息費用（百万円） 

   

 － 

△2,815  

 

12,430

325

  希薄化後１株当たり当期利益の算定に用いる利益 

 （△は損失）（百万円）   △2,815  12,755

 普通株式の加重平均株式数  

  発行済普通株式の加重平均株式数（千株）  902,230  794,129

 調整; 

  - 転換社債の転換の仮定（千株） 

  - ストック・オプション（千株） 

 

－ 

－ 

 

 

44,983

1,671

  希薄化後１株当たり当期利益の算定に用いる普通株式の加重

平均株式数（千株）  902,230  840,783

  希薄化後１株当たり当期利益（△は損失）  △3.12  15.17



  

主要な通貨の為替レートは以下の通りです。  

  

(l) 配当金

（単位：百万円）

 
当連結会計年度

（自 2011年４月１日 
至 2012年３月31日） 

前連結会計年度
（自 2010年４月１日 
至 2011年３月31日） 

普通株式にかかる配当金支払額     

配当金の総額－2011年３月31日に終了する事業年度  2,705  2,005

 １株当たりの配当額 当連結会計年度 ３円 

         （前連結会計年度 ３円）     

中間配当金の総額－2012年３月31日に終了する事業年度  2,706  2,705

 １株当たりの配当額 当連結会計年度 ３円 

         （前連結会計年度 ３円）

基準日が当連結会計年度に帰属する配当のうち、配当の
効力発生日が翌連結会計年度となるもの   1,354  2,706

 １株当たりの配当額 当連結会計年度 1.5円 

         （前連結会計年度 ３円）

(m) 為替レート

  
当連結会計年度

（自 2011年４月１日 
 至 2012年３月31日）  

前連結会計年度 
（自 2010年４月１日 
至 2011年３月31日） 

  平均レート 期末日レート 平均レート   期末日レート

英ポンド  126  131  133    134

米ドル  79  82  85    83

ユーロ  109  109  113    118



  

  

(n) 営業活動によるキャッシュ・フロー

（単位：百万円）

  
当連結会計年度

（自 2011年４月１日 
至 2012年３月31日） 

前連結会計年度
（自 2010年４月１日 
至 2011年３月31日） 

当期利益（△は損失）   △1,749 15,815

調整項目：   

 法人所得税   △3,073 △509

 減価償却費（有形固定資産）    28,975  31,058

 償却費（無形資産）    9,752  10,311

 減損損失    4,430  2,174

 有形固定資産除売却損益   △1,157  0

 関係会社株式売却損益   － △694

 関連会社に対する持分変動益   △1,393 －

 繰延収益の増減    1,342 △807

 金融収益   △2,423 △2,249

 金融費用    16,746  18,523

 持分法による投資利益   △5,115 △8,713

 その他   △534 △1,888

引当金及び運転資本の増減考慮前の営業活
動によるキャッシュ・フロー 

   45,801  63,021

 引当金及び退職給付引当金の増減   △17,392 △14,657

運転資本の増減：   

 －棚卸資産の増減   △9,320 △6,485

 －未成工事支出金の増減    21  398

 －売上債権及びその他の債権の増減    512 △152

 －仕入債務及びその他の債務の増減   △11,186  7,354

運転資本の増減   △19,973  1,115

営業活動による現金生成額    8,436  49,479



（単位：百万円） 

  

  

連結損益計算書及び連結包括利益計算書で認識された、確定給付型退職後給付制度にかかる費用及び収益は以

下の通りです。 

  

当連結会計年度（自 2011年４月１日 至 2012年３月31日）        （単位：百万円） 

上の表の営業費用には、個別開示項目（注記(h)参照）に収益として含まれた金額は含めておりません。 

  

前連結会計年度（自 2010年４月１日 至 2011年３月31日）        （単位：百万円） 

  

報告期間の末日時点で使用された主要な数理計算上の仮定は以下の通りです。 

  

  

(o) 現金及び現金同等物

  当連結会計年度末 

（2012年３月31日） 

前連結会計年度末 

（2011年３月31日） 

前連結会計年度期首 

（2010年４月１日） 

現金及び現金同等物  43,346  60,906  79,796

負の現金同等物  △18,549  △14,415  △23,801

現金及び現金同等物の 

期末（期首）残高  

  

 24,797

  

 46,491

  

 55,995

(p) 退職後給付

  営業費用 金融費用 その他の包括利益

   

  退職後給付制度（医療給付以外）  3,110  455  31,399

  退職後医療給付  57  936  557

  繰延法人所得税 － －  △7,502

    3,167  1,391  24,454

  営業費用 金融費用 その他の包括利益

   

  退職後給付制度（医療給付以外）  3,231  453  2,666

  退職後医療給付  57  1,169  1,872

  繰延法人所得税 － －  △570

    3,288  1,622  3,968

  当連結会計年度末
（％）  

前連結会計年度末 
 （％）  

  

割引率 – 英国  4.7  5.6

インフレ率 － 英国  3.3  3.6

割引率 － 日本  1.7  1.9

割引率 － 米国（年金）  4.2  5.0

割引率 － 米国（医療給付）  4.2  5.1

割引率 － 欧州（英国を除く） -  3.0 4.1 -  4.5 5.2



（債務保証） 

 2012年3月31日現在、当社グループは通常の事業の一環として、ジョイント・ベンチャー向けに1,910百万円

の債務保証を行っております。この債務保証は、2012年４月27日に契約が解約されました。これに加えて、そ

の他の会社向けに230百万円の債務保証を行っております。 

  

（請求） 

 欧州競争法違反の疑いにより、2008年11月12日に欧州委員会が当社グループに対して過料を課する旨の決定

を発表したことに続き、当社グループは、顧客である自動車メーカー数社より、損害賠償請求の意図がある旨

の通知を受領しました。当社グループは、このような請求に対しては抗弁を行う意向であり、また欧州委員会

による過料の決定自体についても控訴を継続中であります。当社グループでは、これらの損害賠償請求のうち

いくつかの案件について、それらの解決により予想される財務上の影響及び抗弁にかかる費用に備えるため、

当連結会計年度末において支出の可能性のある金額を見積もり、引当金として計上しました。なお、この引当

金の計上に対応する費用は、連結損益計算書の個別開示項目（注記(h)参照）に含めております。また、これ

ら以外の案件については、当連結会計年度末において請求の結果を予測することは時期尚早であり、現時点で

は、これらの請求が将来の経済的便益の流出に至るとは見込まれておりません。 

   

該当事項はありません。  

(q) 偶発負債

（７） 重要な後発事象



 2011年３月31日に終了する会計年度までは当社グループは日本において一般に公正妥当と認められる会計

基準（日本基準）に準拠して連結財務諸表を作成してきました。  

  

 当社は、2011年４月１日から始まる会計年度からIFRSを適用しており、作成にあたり採用した会計方針は

「注記（６）(d)重要な会計方針」に記載されております。  

  

 IFRSへ移行するにあたり、当社はこれまで日本基準に準拠して報告されてきた数値に必要な調整を加えて

おります。当社が採用したIFRSの初度適用の方法やIFRSへ移行するための調整が当社グループの財政状態、

経営成績及びキャッシュ・フローの状況に与える影響は以下の通りであります。 

  

(a) 遡及適用に対する免除規定 

 IFRS第１号「国際財務報告基準の初度適用」（以下、IFRS第１号）は、IFRSを初めて適用する会社に対し

て遡及的にIFRSを適用することを求めております。ただし、一部について例外を認めており、当社は以下に

ついて当該免除規定を適用しております。 

  

・企業結合 – IFRS第３号「企業結合」を2010年４月１日から将来に向かって適用することを選択し、IFRS

移行日より前に発生した企業結合に対しては遡及適用しておりません。 

・在外連結子会社及び在外関連会社への投資に係る2010年３月31日までの累積為替換算差額をゼロとし、将

来の処分損益発生時には影響させません。 

  

(b）日本基準からIFRSへの移行に伴い変更された当社の重要な会計方針 

 以下の項目は、IFRSへの移行に伴い変更された当社の重要な会計方針の要約であります。 

  

研究開発費 

 研究費は発生時に連結損益計算書で引き続き費用処理されます。開発費はIAS第38号「無形資産」の要件

に合致しない限り発生時に連結損益計算書で費用として処理されます。新製品か製造プロセス改善に関連す

る開発費で資産化の要件を充足する場合は無形資産として資産計上され、それらの利用可能期間にわたって

定額法で償却されます。製品に係る耐用年数は５年以内で、製造プロセスに係る耐用年数は20年以内です。

  

 日本基準では全ての研究開発費は連結損益計算書で費用処理されていました。 

  

のれん 

 IFRSでは買収により発生したのれんは資産計上され、償却はせず毎年減損テストが行われます。日本基準

では合理的に見積もられたのれんの効果が及ぶ期間（20年以内）にわたって定額法により償却されていまし

た。 

  

 2010年４月１日時点と2011年３月31日において当社グループは連結貸借対照表で計上されているのれんの

減損テストを行っています。その結果、どちらの時点でも減損を行う必要はないと判断されました。 

  

 IFRSの採用により、日本基準で連結貸借対照表に計上されていた負ののれんは剰余金に振り替えられてお

ります。 

  

従業員給付 

 当社グループは確定給付年金制度、退職補償制度、退職後医療給付、生命保険給付、段階的退職給付制度

（ドイツにおける制度）及び長期サービス給付についてはIAS第19号「従業員給付」（以下、IAS第19号）に

基づいて会計処理をしています。債務は割引後現在価値で測定し、制度資産（主としてイギリス、アメリカ

及び日本等で設定している積立型制度に関する資産）は公正価値で計上されています。 

  

 営業費用及び金融費用は連結損益計算書で別々に認識されます。営業費用は主として勤務費用から成り、

その勤務費用はその期間に従業員からの役務提供によってもたらされる退職給付債務の増加です。金融費用

は、退職給付債務について時間の経過により発生する割引の戻し及び年金資産の期待運用収益が含まれま

す。  

（８） 国際会計基準（IFRS）初度適用



 数理計算の仮定の変化によって発生する未認識数理差異は制度資産の損益と共にその他の包括利益として

認識されます。 

  

 日本基準では退職給付債務に係る勤務費用と金融費用は共に営業費用に計上されていました。未認識数理

差異は発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（５年）による定額法により按分した額をそれぞ

れ発生の翌事業年度より費用処理していました。 

  

ジョイント・ベンチャー及び関連会社 

 当社グループはジョイント・ベンチャー及び関連会社の損益の持分相当額は持分法により連結損益計算書

の持分法による投資損益に含めています。また、ジョイント・ベンチャー及び関連会社の貸借対照表価額

は、これらのジョントベンチャー及び関連会社の直近の財務諸表を用いて算定しております。なお、必要に

応じて、ジョイント・ベンチャー及び関連会社の財務諸表に対して、当社グループの会計方針と整合させる

ための修正を行っております。 

  

 ジョイント・ベンチャー及び関連会社の範囲は基本的に日本基準もIFRSも同じ影響力基準により決定され

ます。ただし、重要性の低い一部の関連会社は日本基準では投資有価証券に区分されていましたが、IFRSで

は持分法で会計処理される投資に区分しています。 

  

繰延税金 

 繰延税金は、資産負債法により、資産及び負債の税務基準額と連結財務諸表上の帳簿価額との間に生じる

一時差異に対して認識しております。  

  

金融商品 

 金融負債は他者へ元本又は利息を支払う契約上の義務がある場合に認識します。 

  

 当社グループの優先株式は、比較情報としてのIFRSに基づく2010年３月期の連結貸借対照表において、金

融負債の要件を満たすため金融負債として認識しています。 

  



(c）日本基準からIFRSへの調整 

 IFRS第１号が要請している調整と説明は以下のとおりです。 

  

・日本基準とIFRSの2011年３月期年間の包括利益の調整（下記(d)参照） 

・日本基準とIFRSの2011年３月期年間の包括利益の調整の主要な会計方針の差異の説明（下記(e)参照） 

・2010年４月１日及び2011年３月31日時点の日本基準による資本からIFRSに準拠した資本への調整（下記

(f)参照） 

・キャッシュ・フロー計算書における日本基準とIFRSとの主要な差異の説明（下記(g)参照） 

  

(d) 連結損益計算書及び連結包括利益計算書の調整 

  

日本基準とIFRSの2011年３月期の当期利益の調整 

                                                                            （単位：百万円） 

＊ 日本基準では報告されていない項目 

  

  
日本基準

IFRS移行 
の影響 IFRS 

売上高  577,212  △143  577,069

売上原価  △420,931  △2,577  △423,508

売上総利益  156,281  △2,720  153,561

その他の収益*  15,934  15,934

販売費*  △52,634  △52,634

管理費*  △70,741  △70,741

その他の費用*  △23,253  △23,253

販売費及び一般管理費  △141,929  141,929 - 

営業利益  14,352  8,515  22,867

金融収益*  2,249  2,249

金融費用*  △18,523  △18,523

持分法による投資利益  8,107  606  8,713

その他の営業外損益（除く持分法による投資利益）  △14,729  14,729 - 

特別損益  △4,370  4,370 - 

税引前利益  3,360  11,946  15,306

法人所得税  1,682  △1,173  509

当期利益  5,042  10,773  15,815

   

 非支配持分に帰属する当期利益  3,381  4  3,385

 親会社の所有者に帰属する当期利益  1,661  10,769  12,430



日本基準とIFRSの2011年３月期の包括利益の調整 

                                                                            （単位：百万円） 

  

  
日本基準

IFRS移行 
の影響 IFRS 

当期利益  5,042  10,773  15,815

その他の包括利益（法人所得税控除後）  

売却可能金融資産の公正価値の純変動  △176  89  △87

キャッシュ・フロー・ヘッジの公正価値の純変動  4,132  △537  3,595

在外営業活動体の換算差額  △22,771  902  △21,869

退職給付未認識数理計算上の差異 -  △3,968  △3,968

持分法適用会社に対する持分相当額  △1,433 -  △1,433

その他の包括利益合計  △20,248  △3,514  △23,762

当期包括利益  △15,206  7,259  △7,947

   

（内訳）  

 非支配持分に帰属する当期包括利益  2,523  4  2,527

 親会社の所有者に帰属する当期包括利益  △17,729  7,255  △10,474



(e) 会計処理の差異の主な内容  

  

 日本基準からの調整の主要な会計処理の差異の説明は以下のとおりです。 

  

売上高  

 日本基準では製品の出荷に基づいて売上高を認識していましたが、IFRSでは物品の所有に伴うリスクと経済

価値が買手に移転した時点で売上高を認識します。その結果、売上高は143百万円減少しました。  

  

営業利益  

 営業利益は下記のとおり増加しました。 

  

I. 日本基準ではのれん及び耐用年数を特定できない無形資産は損益計算書で定額償却されますが、IFRSでは償

却をせず、年に一度の減損テストを行います。 

  

II. 日本基準では当社グループの各種退職給付制度に係る数理計算上の差異は５年による定額法により発生の翌

年度から営業費用として処理していましたが、IFRSでは数理計算上の差異はその発生時点でその他の包括利

益として処理され資産又は負債として全て貸借対照表上に認識されます。 

  

III. IFRSによる損益計算書には当社グループのフロート窯の減価償却費が含まれています。日本基準の損益計算

書には日本のフロート窯の将来の修繕に備えた修繕引当金繰入額と日本以外の国の減価償却費が含まれてい

ます。よって、IFRSへの移行による影響は日本での修繕引当金繰入額及びIFRS上資本的支出に該当する修繕

費に係る減価償却費との差額です。 

  

IV. 日本基準では開発費は発生時に損益計算書で費用処理されますが、IFRSでは一定の要件を満たす開発費は資

産として認識され耐用年数にわたって償却されます。 

  

V. 日本基準では持分法による投資損益及び金融収益、費用を除くその他の営業外損益項目と特別損益項目は営

業利益に含まれておりませんが、IFRSでは営業利益に含まれます。表示の組替えにそれらの調整額が含まれ

ています。 

   

  （単位：百万円）

  前連結会計年度 

（自2010年4月 1日 

  至2011年3月31日） 

日本基準による営業利益  14,352

のれん償却（注記 I）  8,429

退職給付費用（注記 II）  5,642

フロート窯資産の減価償却費（注記 III)  △354

開発費の資産化費用（減損損失考慮後）（注記 IV）  236

その他  112

表示の組替え（注記 V）  △5,550

IFRSによる営業利益  22,867



親会社の所有者に帰属する利益  

 当期利益は下記のとおり増加しました。 

  

I. IFRSでは優先株式の支払配当金は金融費用として処理され、転換社債のうち、金融負債に区分された部分に

係る支払利息については金融費用として処理されております。優先株式の支払配当金により、IFRS上の金融

費用は、1,558百万円増加しました。 

  

II. IFRS上、転換社債に係る金融費用は、325百万円増加しました。 

  

III. 日本基準では社債発行費は損益計算書で費用処理していましたが、IFRSでは社債の金融負債に対応する部分

については、満期までの期間にわたり償却原価法で費用処理されております。その結果、金融費用は、115

百万円減少しました。 

  

IV. 持分法による投資利益の調整額は対象となる会社が増加したことによるものです。日本基準上もIFRS上も当

社グループが財務及び経営方針に重要な影響力を有する企業への投資は持分法で会計処理される投資に区分

しています。ただし、日本基準では重要性の低い一部の関連会社は持分法で会計処理される投資ではなく投

資有価証券に区分されていましたが、IFRSでは全ての関連会社投資は持分法で会計処理される投資に区分し

ています。 

  

V. 日本基準上損益計算書で費用処理される株式発行費用は、IFRSでは直接資本剰余金から控除されます。  

  

VI. 日本基準では投資有価証券として区分されていたものに係る配当を受取配当金として処理していましたが、

IFRSでは一部の投資有価証券は持分法で会計処理される投資として区分されたため、これらの配当金を受取

配当金ではなく持分法で会計処理される投資の減額としております。 

  

VII. 賃料収入のある投資不動産は日本基準では取得原価で処理されていましたが、IFRSでは公正価値で評価され

ます。 

  

  
（単位：百万円）

  前連結会計年度  

（自2010年4月 1日 

    至2011年3月31日） 

日本基準による当期利益  1,661

上記営業利益の調整額（除く表示の組替え）  14,065

金融費用（注記 I、II及びIII）  △1,768

持分法による投資利益（注記 IV）  606

株式発行費用（注記 V）  366

受取配当金（注記 VI）  △513

投資不動産の評価（注記 VII）  △317

減損損失（注記 VIII）  △285

固定資産売却損（注記 IX）  △204

法人所得税（注記 X、XI及びXII）  △1,173

その他調整  △8

IFRSによる親会社の所有者に帰属する利益  12,430



VIII. 減損損失には資産計上された開発費の減損損失とその他の減損損失調整額が含まれています。2011年３月期

年間では開発費の減損損失が181百万円増加し、その他の減損損失の調整額が104百万円増加しました。 

  

IX. 日本基準の簿価とIFRSでの簿価との間に差異が生じたため、固定資産売却損を調整しております。 

  

X. 日本基準では損益計算書で認識されていた退職給付数理計算上の差異がIFRSではその他包括利益で即時認識

されることに伴う繰延税金の調整をしています。この調整により繰延税金収益は1,465百万円減少しまし

た。 

  

XI. IFRSでは耐用年数を特定できない無形資産の償却を中止したことにより、繰延税金収益が減少しました。こ

の結果、繰延税金収益は355百万円減少しました。 

  

XII. その他の損益項目の調整に係る繰延税金調整の結果、繰延税金費用は647百万円減少しました。 

  

親会社の所有者に帰属する包括利益  

 2011年３月期の親会社の所有者に帰属する包括利益は下記のとおり増加しました。 

  

I. 日本基準では当社グループの各種退職給付制度に係る数理計算上の差異は５年による定額法により発生の翌

年度から営業費用として処理していましたが、IFRSでは数理計算上の差異はその発生時点で、包括利益計算

書でその他の包括利益として処理され、資産又は負債として全て貸借対照表上に認識されます。当該損益は

当社グループの退職給付制度の資産評価から発生するものと割引率変動による負債再評価から発生するもの

から成ります。 

  

II. 在外営業活動体の換算差額は日本基準からIFRSへのその他の調整による換算の影響を反映させるため修正し

ています。 

  

III. ヘッジ会計に関連して、一部の損失は日本基準では損益計算書で処理されていましたが、IFRSでは包括利益

での処理として反映されております。 

  

IV. 売却可能金融資産の評価差額は日本基準では投資有価証券として区分していたものをIFRSでは売却可能金融

資産として区分したために発生したものです。  

  

  （単位：百万円）

  前連結会計年度  

（自2010年4月 1日 

  至2011年3月31日） 

日本基準による親会社の所有者に帰属する包括利益  △17,729

上記当期利益の調整額  10,769

退職給付未認識数理計算上の差異（注記 I）  △3,968

在外営業活動体の換算差額（注記 II）  902

キャッシュ・フロー・ヘッジの公正価値の純変動（注記 III）  △537

売却可能金融資産の公正価値の純変動（注記 IV）  89

IFRSによる親会社の所有者に帰属する当期包括利益  △10,474



(f）日本基準とIFRSの資本の調整表 

  

 下記の表は2010年４月１日時点及び2011年３月31日時点の非流動資産、流動資産、流動負債、非流動負

債、非支配持分、親会社の所有者に帰属する持分の調整表です。  

   

（単位：百万円）

2010年4月1日

非流動資産 流動資産 流動負債 非流動負債 非支配持分 

親会社の所

有者に帰属

する持分 

日本基準   636,275  297,446  △235,134  △458,656  △8,942  230,989

退職給付債務（注記 I）  △25,036   △25,036

金融負債（注記 II、III及びIV）  △1,048  △29,621   △30,669

優先株式に係る未払配当金（注記 V）  △1,381    △1,381

フロート窯修繕引当金（注記 VI）  1,902  10,560   12,462

繰延税金（注記 VII）  6,773  △2,190   4,583

開発費（注記 VIII）  5,046    5,046

ピルキントン・ブランド（注記 VIII）   - 

デリバティブ金融商品（注記 IX）  153  △25    128

有給休暇引当金（注記 X）  △2,988    △2,988

負ののれん（注記 XI）  90    90

売却可能金融資産の公正価値（注記 XII）  △3,893    △3,893

債権の流動化（注記 XIII）  1,048    1,048

投資不動産（注記 XIV）    756         756

その他  △126  △51  5   △126  △298

組替（注記 XV）  397  △397  5,562  △5,562  - 

IFRS  647,220  298,199  △235,009  △510,505  △9,068  190,837



  

日本基準の資本からの調整における主要な会計処理の差異に関する説明は以下のとおりです。 

  

I. 日本、イギリス及びアメリカの確定給付年金制度、イギリス及びアメリカの退職後医療給付、ヨーロッパ各

国の退職給付引当金及びドイツの段階的退職給付引当金各々に係る退職給付債務はIAS第19号に従って計上

されています。退職給付債務は保険数理的にその債務が評価され、不足額は貸借対照表の資本で調整されま

す。以前の日本基準では未認識数理差異による過不足額は発生の翌年度から５年間にわたって償却され、全

額は認識されていませんでした。 

  

II. IFRSでは当社グループが発行した優先株式30,000百万円は、将来、現金を優先株式の保有者に引き渡す義務

を負っているため金融負債として処理されます。その結果、当該優先株式は貸借対照表の非流動負債に区分

されます。2010年９月16日と2011年２月３日に公表のとおり2010年３月31日時点の優先株式残高は2011年３

月期に全て買入消却しました。よって、2011年３月31日時点での日本基準とIFRSとの当該優先株式に関する

金融負債の差異はありません。 

  

III. 当社グループは開始貸借対照表日時点で230億円の2011年５月13日満期転換社債型新株予約権付社債の残高

があります。当該社債についてIFRSの基準を遡及適用しました。当該社債を発行した2004年における株式に

転換する権利相当部分の割引価値を算定し、この割引価値は遡及して社債額面金額より控除して計上しま

す。この控除額は、社債の償還期日に向けて支払利息として費用化され、社債金額に加算されます。IFRS移

行日における当該社債の割引による控除額は379百万円であり、2011年３月31日時点の当該控除額は54百万

円であります。 

  

IV. 日本では、顧客からの約束手形については、期日前に利息を差し引いて支払ってもらうことが可能なファク

タリング契約を金融機関と結んでいます。約束手形については、金融機関への売却後も当社グループにも継

続的な関与が存在し、手形が不渡りになった場合には、金融機関の被った損失の一定額を負う義務がありま

す。開始貸借対照表では継続的な関与がある約束手形1,048百万円を資産と負債の両建てで計上しておりま

す。当該調整額はIFRS移行日2010年４月１日時点で1,048百万円、2011年３月31日時点で629百万円でありま

す。  

（単位：百万円）

2011年3月31日

非流動資産 流動資産 流動負債 非流動負債 非支配持分 

親会社の所

有者に帰属

する持分 

日本基準   593,722  274,866  △201,450  △440,264  △10,217  216,657

退職給付債務（注記 I）  △22,302   △22,302

金融負債（注記 II、III及びIV）  △575    △575

優先株式に係る未払配当金（注記 V）   - 

フロート窯修繕引当金（注記 VI）  1,791  △647  10,961   12,105

繰延税金（注記 VII）  6,013  △2,886   3,127

開発費（注記 VIII）  4,874    4,874

ピルキントン・ブランド（注記 VIII）  1,995    1,995

デリバティブ金融商品（注記 IX）   - 

有給休暇引当金（注記 X）  △2,976    △2,976

のれん及び負ののれん（注記 XI）  6,742    6,742

売却可能金融資産の公正価値（注記 XII）  △4,125  231    △3,894

債権の流動化（注記 XIII）  629    629

投資不動産（注記 XIV）  10    10

その他  123  △278  3  120  △128  △160

組替（注記 XV）  1,544  1,930  240  △3,714  - 

IFRS  612,689  276,731  △204,758  △458,085  △10,345  216,232



V. IFRSでは、当社グループが発行した優先株式に係る未払配当金は発生主義で計上され流動負債に含まれま

す。日本基準では、優先株式の配当金は資本取引として処理されるため、配当が決議されるまで当該配当金

の未払計上は行っていませんでした。 

  

VI. 日本基準では、日本において、将来の大規模定期修繕に伴う支出に備えて修繕引当金を計上し、実際に修繕

した時点で、引当金を充当していました。その結果、大規模定期修繕費用のほとんどが、従来は資産計上さ

れず、引当金処理されていました。IFRSでは、修繕した時点で資本的支出を資産計上し、窯の使用期間にわ

たって減価償却します。当社グループのフロート窯の場合、窯の使用期間は通常12年〜15年です。IFRSでは

当社グループはフロート窯の修繕について法的又は推定的な債務を負っていないので、将来のフロート窯の

修繕費は事前に費用処理しません。開始貸借対照表では、修繕時の資本的支出を過年度に遡及して資産計上

しております。 

   

VII. 繰延税金資産は、主に貸借対照表上の他の項目の調整に伴い、発生したものです。主な調整項目は退職給付

債務や有給休暇引当金等です。繰延税金負債は、主に貸借対照表上の他の項目の調整に伴い、発生したもの

です。主な調整項目は資産計上された開発費と投資有価証券の公正価値の増加等です。 

  

VIII. 日本基準では開発費は発生時に費用として処理されましたが、IFRSではIAS第38号「無形資産」における開

発費の資産化の規定により、資産化の要件を満たす開発費は無形資産として計上され、その結果、利益剰余

金が修正されております。また、日本基準では無形資産であるピルキントン・ブランドの償却を行っていま

したが、IFRSでは耐用年数が特定できない無形資産であるため償却を行っておりません。 

  

IX. 日本基準では従来、特例処理の要件を満たす金利スワップ契約は、貸借対照表において特例処理により会計

処理をしていましたが、IFRSではデリバティブは公正価値で評価され、資産又は負債として処理されます。

2011年３月期から日本基準上でも特例処理を中止し、繰延ヘッジとして処理をしております。 

  

X. 日本では、会計慣行上、年次有給休暇の未消化分については将来の債務として認識していませんでしたが、

IFRSでは、債務としての性格を持つ有給休暇については、日本での付与分を流動負債の引当金として計上し

ております。 

  

XI. 従来の日本基準では負ののれんは貸借対照表に計上し、一定期間で償却していましたが、IFRSではIFRS第３

号に準拠し、即時損益計算書で認識しております。 

  

 XII. 売却可能金融資産は公正価値で評価され、評価差額は資本で調整されます。日本基準では重要性の観点から

一部の関連会社株式を投資有価証券に区分しておりましたが、IFRSでは持分法で会計処理される投資として

非流動資産に区分しております。当該持分法で会計処理される投資の評価額は当該会社の純資産に対する持

分で評価しております。 

   

XIII. 日本におけるファクタリングについては、上述の通り、金融機関への売却後も継続的な関与が存在すること

から、IFRSでは売上債権として貸借対照表に計上しております。  

  

XIV. 賃料収入のある投資不動産は日本基準では取得原価で処理されていましたが、IFRSでは公正価値で評価され

ます。 

  

XV. 組替は主として、IFRSでは繰延税金資産・負債が非流動項目として扱われることに伴う修正であります。 

    

(g）キャッシュ・フロー計算書の差異説明 

 IFRSと日本基準によるキャッシュ・フロー計算書においては優先株式の支払配当金の再区分以外に重要な

差異はありません。日本基準では当該優先株式は純資産の部に区分され、当該優先株式の支払配当金はキャ

ッシュ・フロー計算書では財務活動に区分されていましたが、IFRSでは当該優先株式は金融負債として区分

され、当該優先株式の支払配当金はキャッシュ・フロー計算書では金融負債に関する支払利息として営業活

動に区分されます。2011年３月期年間の当該優先株式の配当金の支払額は2,318百万円でした。 
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